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序     文 
 

1998年10月、東京において開催された第2回アフリカ開発会議（TICAD II）において、日本政府

は、JICAが20年以上にわたり協力を実施し、大きな成果を上げてきたケニア共和国のジョモ・ケ

ニヤッタ農工大学に対する協力をベースに、アフリカ地域の人造り拠点を設置し、アフリカの貧

困削減に資する人材育成に係る支援を行っていくことを提言しました。JICAはこの提言に基づき、

「アフリカ人造り拠点（AICAD）プロジェクト」を開始し、準備フェーズ（2000年8月～2002年7

月）、フェーズ2（2002年8月～2007年7月）の2期にわたる協力を通じて、AICADの組織体制と、ケ

ニア共和国、タンザニア連合共和国、ウガンダ共和国3カ国における事業活動の基盤を整備してき

ました。 

本件協力の最終フェーズとなるフェーズ3は2007年9月に開始され、プロジェクト前半部では既

存事業の見直しを行い、コミュニティにおける普及を重視した活動の推進や、理事会機構改革な

どによる組織改革の定着を図るための支援を行いました。また、プロジェクト後半部では、AICAD

の自立に向けた独自性のある事業の確立、有用技術や手法の普及の場としてのネットワーク機能

の確立、他機関との連携の促進を支援してきました。 

今般、2012年6月末のフェーズ3終了を前に、プロジェクト活動の実績と成果を3カ国政府と合同

で確認するとともに、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から評

価を行うことを目的として、平成24年2月28日から4月1日まで終了時評価調査を実施しました。 

本報告書は、同調査結果を取りまとめたものです。また、AICADの設立経緯など、12年の軌跡

を「AICADとJICA協力の12年」として参考資料としました。この報告書が、今後の類似分野での

技術協力プロジェクトの案件形成や実施にあたっての参考となることを祈念します。 

最後に、本調査並びにプロジェクトにご協力いただいた内外の関係者各位に心より感謝申し上

げます。 

 

平成24年11月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部長 入柿 秀俊 
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１ 案件の概要 

国名：ケニア共和国、タンザニア連合共

和国、ウガンダ共和国 

案件名：アフリカ人造り拠点（AICAD）フェーズ3 

分野：ガバナンス 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部ガバナ

ンスグループ行財政・金融課 

協力金額（評価時点）：約7億5,000万円 

協力期間 （R/D）2007年9月 

 

2007年9月～2012年6月 

（5年間） 

先方関係機関：財務省（ケニア、タンザニア、ウガン

ダ）、高等教育省（ケニア）、通信科学技術省（タンザ

ニア）、教育スポーツ省（ウガンダ）、African Institute for 

Capacity Development（AICAD）（本部ケニア） 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力： 

アフリカ人造り拠点（AICAD）準備フェーズ（200年

～2002年） 

フェーズ2（2002年～2007年）（技術協力プロジェクト）

ケニア共和国アフリカ人造り拠点整備計画（無償資金

協力） 

１－１ 協力の背景と概要 

1998年に東京で開催された第2回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on African 

Development Ⅱ：TICAD II）で発表されたアフリカ支援プログラムを基に、アフリカ人造り拠点

（African Institute for Capacity Development：AICAD）プロジェクトでは、準備フェーズ（2000

～2002年）、フェーズ2（2002～2007年）の2期にわたる協力を通じて、AICADの組織体制と、ケ

ニア共和国（以下、「ケニア」と記す）、タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）、

ウガンダ共和国（以下、「ウガンダ」と記す）3カ国における事業活動の基盤が整備されてきた。

フェーズ3においては、本フェーズ終了後のアフリカ人造り拠点（African Institute for Capacity 

Development：AICAD）の自立発展に向けてJICAは具体的な活動は支援するが目的が不明な事項

に対し単なる資金拠出はしないいわゆるノン・プーリングドナーであることを明確に打ち出し、

コミュニティでの課題解決型の活動にJICA支援の重点を置くことで合意した。フェーズ3前半部

は、既存事業の見直しを行い、コミュニティにおける普及を重視した研修活動の推進、理事会

（Governing Board：GB）機構改革の定着を図ることを目標とした。また、後半部においては、

中間レビューの結果を受け、自立に向けたAICADの独自性のある事業の確立、有用技術や手法

の普及の場としてのネットワーク機能の確立、他機関との連携促進を行うことをめざすことと

した。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

AICADが地域国際機関として自立し、貧困削減に資する人材育成に係る各種事業を円滑
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に実施する。 

 

 （2）プロジェクト目標 

AICADが、貧困削減と社会経済開発に資するネットワークと人材育成活動を促進する機

関として強化される。 

 

 （3）成果 

1）下記2、3の各成果が持続的に確保されるための、AICADのキャパシティ（計画・調整

能力）が向上する。 

2）AICADネットワーク機能が強化される。 

3）貧困削減に資するコミュニティ向けの技術普及を重視したAICADの活動が拡充される。

 

 （4）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣：8名 機材供与：2,300万円 

短期専門家派遣：4名 ローカルコスト負担：1億6,400万円 

研修員受入：10名  

相手国側： 

カウンターパート配置：30名  

土地・施設提供：AICAD本部建物及び

3カ国のカントリーオフィス（Country 

Office：CO）建物 

ローカルコスト負担：（3カ国の主にAICAD

運営に対する拠出金）400万米ドル 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 日本側 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 桑島 京子 JICA産業開発・公共政策部 部長 

協力計画 天池 麻由美 
JICA産業開発・公共政策部ガバナンスグループ 

行財政・金融課 兼 法・司法課 主任調査役 

評価分析 首藤 久美子 有限会社アイエムジー 上席研究員 

相手国側 

担当分野 氏 名 所 属 

Kenya Ms. Fenny 

Mwakisha 

Senior Deputy Director, Ministry of Higher  

Education, Science and Technology 

Kenya Mr. Michael Kahiti Chief Economist, Ministry of Higher Education, 

Science and Technology 

Tanzania Mr. Jeremiah 

Sendoro 

Director of Policy and Planning, Ministry of 

Communication, Science and Technology 

 



 

iii 

Tanzania Prof. Raphael 

Chibunda 

Assistant Director, Division of Science, Technology 

& Innovation, Ministry of Communication, Science 

and Technology 

Uganda Ms. Elizabeth K. 

M. Gabona 

Director, Higher, Technical, Vocational Education and 

Training, Ministry of Education and Sports 

Uganda Mr. Joseph Eilor Assistant Commissioner/Divisional Head, Statistics, 

Monitoring and Evaluation, Ministry of Education 

and Sports 
 

調査期間 2012年2月28日～2012年4月1日 評価種類：終了時評価 

３ 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）投入 

日本側、アフリカ側とも投入はほぼ計画どおり行われた。一方、カウンターパート（Counter 

Part：C/P）の頻繁な離職と長期にわたる空席がしばしばプロジェクト活動の円滑な進行を

阻害した。 

 

 （2）アウトプット 

＜アウトプット1＞ 

プロジェクトでは、効率的で円滑なAICADのマネジメントシステムの確立という観点か

ら、年次事業・予算計画（Unified Programme：UP）の策定や実施、GB会合やその他重要な

会議の定期開催などが実現したことは特筆すべきものがある。また、AICAD事務局の計画

立案能力や調整能力は、プロジェクトの前フェーズと比べて向上した。特に、AICADの意

思決定システムが整備・簡略化され、さまざまな協力機関とともにコミュニティへの知識・

技術普及に関する多岐にわたる活動を実施することができたことは、AICAD事務局の能力

向上の証といえよう。 

一方、いまだに残されている課題も存在する。AICADで開発されたDVDや各種出版物な

どの広報資料については、戦略的なマーケティングを展開していくために今後積極的に用

いていく必要がある。また、AICADが今後ドナーの財政的支援を獲得していくのであれば、

UPの内容を向上させていく必要がある。 

以上のことから、アウトプット1の達成状況は、中から高程度といえる。 

 

＜アウトプット2＞ 

2010年8月の中間レビュー調査時の提言を受け、AICADは、大学の社会貢献活動（University 

Outreach Activity：UOA）を展開し、その結果としてAICADのネットワーキング機能が強化

された。メンバー大学からのリソースパーソンは、AICD本部及びCOと密な関係を維持して

おり、いまだ発展途上であるものの、UOAの成果は徐々に上がってきているといえる。今

後も、大学や関係省庁によるUOAポリシーの策定や体制整備をAICADが支援し、メンバー

大学によってUOA活動が活発に行えるようファシリテートしていくとよいだろう。その他

の機関との連携についても、WBIとWIAとの定期的な地域研修の共催など、改善が見られ
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る。COでも、大学、中央・地方政府、NGO、政府外郭団体、研究機関など、さまざまな組

織とのパートナーシップを強化した。今後、こうした関連機関との連携の拡大を期待した

い。以上のことから、アウトプット2の達成状況は高いといえる。 

 

＜アウトプット3＞ 

国内研修、グラスルーツ研修、コミュニティ能力強化プログラム（Community Empowerment 

Programme：CEP）、研究成果に基づいた知識・技術普及プログラム（Knowledge and Technology 

Dissemination Programme：KTDP）、地域研修、ネリカ米普及といった、コミュニティをター

ゲットとした各種貧困削減活動は、ほぼすべて計画どおり実施された。AICAD職員は、日

本人専門家からの指導をほとんど必要としないで自立して業務を行えるようになってきて

おり、職員の能力の向上が確認できる。AICADがプロジェクト終了後も貧困削減の取り組

みを継続していくためには、AICADの各種サービスを売り込むマーケティングを強化する

とともに、AICAD本部、3カ国に所在するCOにおいて質の高い職員の確保を行っていく必

要があるだろう。以上のことから、総じて、アウトプット3の達成状況は高いといえる。 

 

 （3）プロジェクト目標の達成度 

プロジェクトでは、AICADのネットワーキング力強化や受益者のためのさまざまな能力

開発活動を実施してきた。AICADの運営システム、計画・調整機能は、メンバー大学とい

った外部のリソースを活用して活動を行ったことにより強化された。AICADは、これまで

の経験から学んだ教訓を現在の活動に生かす努力を続けており、経験に基づく知識の蓄積

と利用が行われているといえる。今後の課題は、AICADがいかに自らのサービスを売り込

んでいけるかであろう。さまざまな活動を地域のメンバー大学と連携して実施したことに

より、プロジェクトはAICADの比較優位性、すなわち、貧困削減策実施のために広い大学

のネットワークとリソースを動員できるという能力を推し進めていくことができたといえ

る。AICADがプロジェクトを実施した場所では、社会経済開発の芽ともいえる目に見える

効果を確認することができた。以上のことから、プロジェクト目標の達成度は比較的高い

と見込まれる。 

 

 （4）実施プロセス 

・職員の頻繁な離職 

本部、COともに、職員の離職が比較的頻繁に発生している。職員が離職したあとには、

後任者の雇用・選定に時間を要し、長期間空席が続くこともめずらしくなかった。その

際、活動の継続性や、C/Pの能力向上が妨げられた。 

 

・主要関係者の十分な関与とコミュニケーション 

プロジェクトには、AICAD、3カ国政府、主要メンバー大学職員、JICA本部、現地JICA

事務所といったさまざまなレベルの関係者が頻繁に関与した。GB会合やその他の会議に

は、これらの主要な関係者が出席し、意志決定者間のコミュニケーションや対話も頻繁

かつ緊密に行われた。このような関係者のプロジェクトへの適切な関与は、プロジェク
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トの円滑な実施につながった。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 

妥当性は高い。プロジェクトはケニア、タンザニア、ウガンダの開発政策にも、日本の

対アフリカODA政策にも合致している。大学のリソースを活用し、受益者のニーズを汲み

取った活動が行われている。プロジェクトの実施アプローチは、AICADのニーズに合った

ものとなっている。 

 

 （2）有効性 

有効性は比較的高い。プロジェクト目標は、協力期間終了までに達成される見込みが高

い。プロジェクトの主な成果は、コミュニティに対する普及活動の強化、UOAの促進、さ

まざまな関連機関との連携強化である。今後は、サービス提供先に対してより積極的に売

り込みをしていくことができるように、AICADの比較優位性を更に強化していく必要があ

る。プロジェクト・マネジメントの観点からは、マネジメント委員会をスケジュールとお

り実施し、情報交換や迅速な意思決定を促進していく必要があるだろう。また、AICAD本

部は、マーケティングや広報推進にあたり、COへのサポート機能を更に強化していくこと

が求められる。 

 

 （3）効率性 

効率性は中程度である。日本側、アフリカ側からの投入は、概して計画どおり行われた。

しかし、C/Pの離職の多さや、いくつかのポストの空席期間が長かったことなどがAICAD職

員の能力開発の面から支障が出た。さまざまな機関との連携関係が効率的なプロジェクト

の成果発現につながっている。 

 

 （4）インパクト 

インパクトは比較的高い。AICADが組織的、技術的、財務的持続性を確実なものにし、

量質共に現在の活動レベルを継続していけるのであれば、3～5年後に上位目標を達成する

見込みは高い。また、プロジェクトは、研修参加者や他の活動の参加者に対し、経済的、

社会的インパクトをもたらしている。研修参加者の多くは、習得した知識を他の地元住民

にも教えており、インパクトが対象グループ以外の住民にも広まっていることが確認でき

る。その他、プロジェクトの正のインパクトとして、対象コミュニティの団結力の向上や、

現金収入が向上したことによる農村女性のエンパワーメントも挙げられる。 

 

 （5）持続性 

持続性は中程度である。ウガンダCOの法人格を取得することにより、組織的持続性を高

める必要がある。技術的持続性向上のためには、人員交代頻度を抑えたり、交代に対応し

たりできるよう、人材育成計画の策定・実施などの方策が必要だろう。今後、より魅力的

な活動を展開することにより、AICADはメンバー国からの安定的な拠出金や外部資源を獲
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得し、赤字傾向を改善して、財務的持続性を高める努力を続けていく必要がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

該当なし。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

AICAD職員、特に、コミュニティと直接接する職員の仕事に対する献身とコミットメン

トは、対象コミュニティにインパクトをもたらした貢献要因である。また、AICADの政府

担当省庁との密接な関係や、省庁から得られる支援は、AICADの円滑なガバナンスの実現

や、経済的な安定をもたらす要因となった。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

該当なし。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

頻繁な人員交代と長期にわたる空席期間は、活動の進展に影響を与えたほか、AICAD職

員の能力向上に影響を与えた。 

 

３－５ 結論 

計画された活動はすべて実施され、期待されたアウトプットは順調に産出されている。フェ

ーズ3での大きな成果は、コミュニティを重視した貧困削減のための普及活動が実施されたこ

と、メンバー大学と連携したUOAが促進されたこと、そして、3カ国政府、メンバー大学、地方

政府、NGO、国際機関といったさまざまな関係機関との連携関係が強化されたことであろう。

貧困削減と社会経済発展を促進するAICADの機能が強化されるというプロジェクト目標は、協

力期間終了までにおおむね達成されると見込まれる。したがって、プロジェクトは予定通り2012

年6月30日で終了する。 

 

３－６ 提言 

短期的な提言（協力期間終了までに実施すること） 

 （1）CEPとUOAのサマリーシートの作成とセミナーの開催 

CEPとUOAの各活動の成果を考察のうえ、サマリーシートにまとめること。サマリーシ

ートは、AICADの成果と強みを示すことになり、広報にも活用できる。さらに、5年間の活

動と実績を振り返るセミナーを開催し、関連省庁、メンバー大学、ドナー、その他協力機

関などから幅広く参加者を招待すること。 

 

 （2）メンバー国政府のなかでのAICADの認知度の向上 

協力期間終了後、メンバー3カ国政府からの財政的支援を確実なものにするため、メンバ
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ー国の政府関係者にAICADの成果や強みを広く知らせて、AICADの認知度を上げるように

努力すること。 

 

 中期的な提言 

 （3）AICADの比較優位性の強化による選択と集中の実施 

東アフリカ地域の国際機関であるAICADは、大学とコミュニティをつなぐことや、地域

の大学や政府にとって知識交流の場を提供することを重要なミッションとしている。この

ミッションを達成するために、AICADはフェーズ3でCEPを実施し、UOAに応用可能な知識

と経験を蓄積した。CEPアプローチ開発の経験をUOAに結びつけることは、AICADの比較

優位性を示しうる活動である。このように、AICADならではの活動、手法、モダリティー

を選択し、それに資源を集中させることにより、AICADの存在意義や強みを生かしていく

必要がある。 

 

 （4）戦略的な資料の作成とマーケティング・広報活動の強化 

これまで作成された広報資料には、使途・目的やターゲットとする読み手に関して、明

確なイメージをもたないまま作成されたものもあった。今後、効果的に読み手の注意を引

くことができるよう、ターゲットを絞った戦略的な資料を作成することが必要である。 

また、広報及びマーケティングを推進し、3カ国からの拠出金獲得のためのアカウンタビ

リティー強化と、地方政府やドナーといったパートナーからの外部資金獲得を行っていく

べきである。ウガンダの「教育セクター諮問委員会（ Education Sector Consultative

Committee：ESCC）」や、ケニアの「科学技術週間」といった中央政府が主催する各種会合

やフォーラムに積極的に参加し、一般や開発関係者の間でのAICADの活動の可視化を図る

ことも重要である。 

 

 （5）ドナーや他の開発関係機関からの更なる支援・協力獲得と現存協力機関との連携強化 

これまで、世界銀行研究所（World Bank Institute：WBI）やアフリカ国際湿地保全連合

（Wetlands International Africa：WIA）といった国際機関と徐々に連携の機会を増やしてきた

ものの、その他の機関との連携については、いまだ強化の余地がある。AICADの果たすべ

き役割や得意分野を明確に提示したうえで、ドナーや国際機関、その他開発機関・イニシ

アチブからの支援を模索する必要がある。さらに、農・漁業、灌漑、畜産普及員といった

政府の普及サービスを行う機関と緊密な連絡を取って、コミュニティでのさまざまな介入

の重複や混乱を避けるとともに、相乗効果を得られるようにするとよいだろう。こうする

ことにより、AICADはさまざまな専門知識や人材を有効活用することができ、付加価値製

品のマーケティングなどの複雑な課題を解決する糸口を見つけることができる。 

メンバー大学や、地方政府といったCOが関係をもっている機関との連携に関しては、今

後これを更に深めていき、AICADにとって有利な経済的・人材的な資源が得られるように

努力するのが望ましい。UOAは、フェーズ3の後半に開始された事業であるが、今後、UOA

の認知度を関係者間で高め、UOAに関するポリシー策定や実施メカニズムを積極的に推進

していくべきである。大学との連携強化のためには、国レベルのフォーラムを開催するな
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どの手段により、大学がAICADの活動に参加する機会を増やすことが有効であろう。 

 

 （6）COの活動拡大のためのAICAD本部からの支援強化 

現在、COの事務所が置かれている数カ所のメンバー国立大学を中心とした大学のみが、

AICADの活動に深くかかわっている。また、AICADがこれまで活動してきた地域は、ごく

一部に限られている。より広い範囲で活動を行い、多くのメンバー大学を巻き込んでいけ

るよう、COの機能、人員、予算などを拡大することが望まれる。AICAD本部は、COが活動

を大きく展開していけるよう、COをより積極的に支援していく必要がある。本部からCOへ

の財務的、技術的支援の一層の強化が望まれる。 

 

３－７ 教訓 

 （1）知識普及におけるニーズ重視型アプローチの効果と正当性 

KTDPとCEPを実施した経験から、多くの場合、研究成果をコミュニティへの普及させる

には工夫が必要であることが多いということが明らかになった。古くからの信念や価値観、

習慣や社会経済状況といったさまざまな社会的な要因から、コミュニティは、新しいアイ

ディアや技術を容易には受け入れないことが多い。また、コミュニティは、研究者とは異

なった優先順位や嗜好、ニーズをもっているほか、古くからの伝統的な知識など、開発活

動に有用な埋もれた知恵をもっている場合もある。そのため、コミュニティに入っていく

際には、一方的でトップダウン的なやり方ではなく、CEPで行ったように、コミュニティの

ニーズを重視した、参加型のアプローチが効果的である。時間は要するかもしれないが、

こうしたアプローチは、研究者やプロジェクト実施者に、コミュニティの受容力、ニーズ、

潜在力を理解させる効果もある。CEPのようなニーズ重視型アプローチは、コミュニティに

受け入れてもらいやすいだけではなく、コミュニティの主体性を醸成することにもつなが

る。結果として、住民が知識や技術を採用する率が高まることとなる。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

2007年9月から2012年6月までを協力期間として実施している本プロジェクトフェーズ3につい

て、年に2回開催されるアフリカ人造り拠点（African Institute for Capacity Development：AICAD）

の理事会（Governing Board：GB）が2012年3月30日に開催されることに鑑み、同会議に出席する各

国次官をはじめとする主要関係者に評価結果案を提示するため、2012年2月より終了時評価を実施

することとした。 

本終了時評価は、2007年9月に署名された協議議事録（Record of Discussion：R/D）の記載に基づ

き、ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）・タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記

す）・ウガンダ（以下、「ウガンダ」と記す）共和国3カ国の政府とJICAとの合同評価により実施す

ることとした。本調査は、フェーズ3に係る活動の進捗状況、実績、プロセス、目標の達成見込み

を整理及び確認し、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から評価

することを目的とするものである。また、合同評価の実施プロセスについては、次のとおりとし

た。 

・アフリカ側評価メンバーと日本側評価メンバー（評価分析団員）が、ケニアにて調査の進め

方について確認（3月2日）。 

・アフリカ側評価メンバーと評価分析団員により、3カ国における活動進捗確認、ならびに政府

関係者からの聞き取りを行うとともに、5項目評価を実施。（3月5日～22日） 

・他の日本側評価メンバー（総括及び評価企画団員）が合流し、各国での調査結果に基づき、

最終評価レポートである合同評価報告書（Joint Evaluation Report：JER）を取りまとめたうえ

で、第10回GB会合でドラフトレポートとして発表・協議（3月23日～29日。第10回GB会合は3

月30日開催）。 

・ドラフトレポートに対するコメント受付終了後（4月中旬）、JERを最終化のうえ、3カ国政府

に最終確認（4月下旬）。（第10回GB会合で挙げられたコメント、ならびに同コメントの最終JER

への反映状況に関する概要表については、付属資料5のとおり。） 

・合同評価メンバー及び日本側団長によるJER署名を行い、また、JERについて各国政府と合意

する趣旨のミニッツ署名を実施（ミニッツについては、各国政府とJICAにて署名）（5月）。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

１－２－１ 調査団構成 

 日本側 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 桑島 京子 JICA産業開発・公共政策部 部長 

協力計画 天池 麻由美 
JICA産業開発・公共政策部ガバナンスグループ 

行財政・金融課 兼 法・司法課 主任調査役 

評価分析 首藤 久美子 有限会社アイエムジー 上席研究員 
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 アフリカ側 

担当分野 氏 名 所 属 

Kenya Ms. Fenny Mwakisha Senior Deputy Director, Ministry of Higher Education, 

Science and Technology 

Kenya Mr. Michael Kahiti Chief Economist, Ministry of Higher Education, Science and 

Technology 

Tanzania Mr. Jeremiah 

Sendoro 

Director of Policy and Planning, Ministry of Communication, 

Science and Technology 

Tanzania Prof. Raphael 

Chibunda 

Assistant Director, Division of Science, Technology & 

Innovation, Ministry of Communication, Science and 

Technology 

Uganda Ms. Elizabeth K. M. 

Gabona 

Director, Higher, Technical, Vocational Education and 

Training, Ministry of Education and Sports 

Uganda Mr. Joseph Eilor Assistant Commissioner/Divisional Head, Statistics, 

Monitoring and Evaluation, Ministry of Education and Sports

 

 １－２－２ 調査期間 

2012年2月28日から4月1日まで。詳細は付属資料1のとおり。 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

 １－３－１ プロジェクトの背景 

1998年に東京で開催された第2回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on African 

Development Ⅱ：TICAD II）で発表されたアフリカ支援プログラムを基に、AICADプロジェク

トでは、準備フェーズ（2000～2002年）、フェーズ2（2002～2007年）の2期にわたる協力を通じ

て、AICADの組織体制と、ケニア、タンザニア、ウガンダ3カ国における事業活動の基盤が整備

されてきた。 

フェーズ3においては、本フェーズ終了後のAICADの自立発展に向けて、JICAは具体的な活動

は支援するが目的が不明な事項に対し単なる資金拠出はしないいわゆるノン・プーリングドナ

ーであることを明確に打ち出し、コミュニティでの課題解決型の活動にJICA支援の重点を置く

ことで合意した。フェーズ3前半部は、既存事業の見直しを行い、コミュニティにおける普及を

重視した研修活動の推進、GB機構改革の定着を図ることを目標とした。また、後半部において

は、中間レビューの結果を受け、自立に向けたAICADの独自性のある事業の確立、有用技術や

手法の普及の場としてのネットワーク機能の確立、他機関との連携促進を行うことをめざすこ

ととした。 

 

 １－３－２ プロジェクトの要約 

2010年4月7日に開催された第8回GB会合にて合意したプロジェクトのプロジェクト・デザイ

ン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（付属資料3）に記載されるプロジェクトの要

約は以下のとおり。 
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  （1）上位目標 

AICADが地域国際機関として自立し、貧困削減に資する人材育成に係る各種事業を円滑

に実施する。 

 

  （2）プロジェクト目標 

AICADが、貧困削減と社会経済開発に資するネットワークと人材育成活動を促進する機

関として強化される。 

 

  （3）成果 

1．下記2、3の各成果が持続的に確保されるための、AICADのキャパシティ（計画・調整能

力）が向上する。 

2．AICADネットワーク機能が強化される。 

3．貧困削減に資するコミュニティ向けの技術普及を重視したAICADの活動が拡充される。 

 

  （4）活動 

1-1. AICADが自立発展的に事業を計画、運営、実施するための仕組み［年次事業・予算計

画（Unified Programme：UP）など］を導入し確立する。 

1-2. JICA専門家は、AICAD事務局に協力し、AICAD事務局がGB会合に係る資料を適切に

作成することを支援する。 

1-3. JICA専門家は、AICAD事務局に協力し、AICAD事務局が年間スケジュールに基づき事

業を実施することを支援する。 

1-4. JICA専門家はAICAD本部及びカントリーオフィス（Country Office：CO）に対し、UP

作成に係る支援を行う。 

1-5. 各COは、専門家の協力の下、カントリー・プログラム・レビュー（Country Program 

Review：CPR）を実施し、COの活動計画を精査する。 

1-6. JICA専門家は、GB会合、各種委員会及び年次総会（Annual Members Forum：AMF）

への参加を通じて、AICADの能力向上に向けた各種助言を行う。 

1-7. JICA専門家は本部とCOの役割分担について助言し、本部によるサポート調整機能を

強化する。 

1-8. AICAD施設の利用促進に向けた各種提言及び支援を行う。 

1-9. JICA専門家はAICAD本部及びCOに対し、研修の委託者発掘やプロポーザル作成のた

めの支援を行う。 

1-10. JICA専門家はAICAD本部及びCOに対し、広報資料の整備に対する支援を行う。 

 

2-1. 上記「成果1」に関連する諸活動において、メンバー大学や関係機関などのリソース

を確認し、研修などの準備、実施、フォローアップに活用する。 

2-2. AICAD本部において、JICA専門家の協力の下、メンバー大学や関係機関などと協力し

たフォーラム、セミナーやワークショップを開催する。 

 

3-1. JICA専門家の協力を得、AICAD本部及び各COは、既存の活動の見直しや新規活動の
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提案を検討し、JICAから提出される「Priorities and Preferences」を参考にしつつ、UP を

取りまとめる。 

3-2. AICAD本部及び各COは、JICAが支援を表明した活動について、適切な実施スケジュ

ールを作成する。 

3-3. AICAD各COは、JICA専門家の協力の下、国内研修、グラスルーツ研修、コミュニテ

ィ能力強化プログラム（Community Empowerment Programme：CEP）、知識・技術普及

プログラム（Knowledge and Technology Dissemination Programme：KTDP）を実施する。 

3-4. AICAD本部においては、JICA専門家の協力の下、地域研修を実施する。 

3-5. ケニアとタンザニア（ザンジバル）において、関連する他の機関とも連携し、ネリカ

米の普及のための支援活動を行う。 

3-6. 上記3-3の活動をモニタリングし、コミュニティへのインパクトについて確認、記録す

る。 

3-7. COはJICA専門家の協力を得、既存研修のモジュール化を行う。 

3-8. 他ドナーなどの関心を確認し、JICA専門家の協力の下、研修またはセミナーを実施す

る。 

 

 １－３－３ プロジェクト期間 

2007年9月20日～2012年6月30日（約5年間） 

 

 １－３－４ プロジェクト実施機関 

AICAD本部・CO、AICADメンバー大学。 

 

 １－３－５ 対象地域 

ケニア、タンザニア、ウガンダ 

 

 １－３－６ 対象グループ 

AICAD本部・CO、AICADメンバー大学、各種活動参加者 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価指標 

プロジェクト終了まで残すところ約3カ月となり、これまでプロジェクト目標がどれだけ達成さ

れたか、上位目標の達成見込みはどの程度かなどを判断すべく、プロジェクト活動の実績・成果

の評価・確認を行った。また、今後の提言及び他の類似事業の実施にあたっての教訓も導き出し

た。 

本終了時評価では、「新JICA事業評価ガイドライン第1版」（2010年6月）に従い、プロジェクト

の実績と実施プロセスを把握した後、以下の評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の観点から分析を行った。 

 

（1）妥当性（relevance） 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズに

合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあ

るか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である政府開発援助（ODA）で

実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

（2）有効性（effectiveness） 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているのか

を問う視点。 

（3）効率性（efficiency） 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているかを問う

視点。 

（4）インパクト（impact） 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

（5）持続性（sustainability） 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続するかを問う視点。 

 

本評価はプロジェクト終了前の評価調査のため、④インパクト、⑤持続性に関しては、評価時

点での予測となっている。終了時評価では、これまでの実績を確認し、5項目に従った評価を行い、

提言と教訓を引き出すことを目的としている。 

 

２－２ データ収集・分析方法 

調査では、情報の偏りなどを減らし、調査の信頼性を高めるために、さまざまな情報源から複

数のデータ収集手法を用いて情報収集を行った。 

今回の調査では、定量的なデータとともに、定性的な情報の収集にも注力している。定量的な

データは既存の資料ですでにある程度入手可能であるのに対し、定性的な情報、すなわち、プロ

ジェクト実施にあたっての貢献要因・阻害要因といった詳細な情報については、文献調査のみで

は把握しきれないからである。したがって、インタビュー、フォーカス・グループ・ディスカッ

ション、観察、そして自由記述欄を多く設けた質問票調査など、定性的な情報を引き出すための
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手法を中心に調査がなされた。 

調査に先立ち、「評価グリッド」（付属資料4）を作成し、データ収集手法、必要データ、情報源

について詳細をデザインした。表－１では、調査手法と情報源をまとめ、主要な面談者について

は、付属資料2に記した。 

 

表－１ データ入手手段と情報源 

データ入手手段 情報源 

文献・資料調査 政策文書、プロジェクト資料、プロジェクト報告書、会議議事録等 

質問票調査 日本人専門家、カウンターパート（C/P） 

インタビュー 日本人専門家、C/P、相手国政府関係者、AICAD本部、CO、AICADメ

ンバー大学など 

観察、インタビュ

ー、フォーカス・

グループ・ディス

カッション 

（ケニア） 

・ギルギル県カリアンドゥシ地区CEP（畑作灌漑農業、天水利用・水

資源管理プロジェクト）参加者 

（タンザニア） 

・キバハ郡CEP「貧困削減のための女性エンパワーメント（食品加工）」 

参加者 

（ウガンダ） 

・カンパラ郊外国内研修（付加価値研修）参加者 

・ミティヤナ県CEP 「土壌・水保全とアグロフォレストリーに関する

能力強化によるカキンドゥ・サブ地区の生計向上」参加者 

・ンピジ県国内研修（農村女性研修）参加者 

 

文献・資料調査は、主に現地調査前に国内で行い、プロジェクトのアウトプットと実施プロセ

スを中心に確認した。また、現地調査開始前に質問票をプロジェクトの主要関係者に対し電子メ

ールで配布し、調査団の現地入り前後に質問票を回収した。現地入りしてからは、質問票配布先

に対してインタビューを行い、補足情報の収集を行った。質問票の配布先でない政府関係者や

AICADメンバー大学といったプロジェクト関係者などに対してもそれぞれ1時間程度のインタビ

ューを行った。 

評価者はCEPや研修参加者の活動の様子も観察し、プロジェクト受益者にインタビューやフォー

カス・グループ・ディスカッションを行いながら定性データを中心に情報収集した。 

上記のデータ収集により得られた情報は、「２－１ 評価指標」で示した評価5項目ごとに分析

された。最終的なデータの分析結果は、「第３章 評価結果」に示した。 

 

２－３ 投入実績 

２－３－１ 日本側の投入 

（1）専門家派遣 

プロジェクト開始時よりこれまで、長期派遣専門家8名（分野：チーフアドバイザー、プ

ロジェクト計画・運営、プログラム運営、業務調整/プログラムアドバイザー）、短期派遣専

門家延べ4名（分野：プロジェクト計画・運営、コミュニティ開発）が派遣された。評価時

点では、5名の長期専門家が3カ国に派遣中であった。専門家の投入に関する詳細は、付属

資料6（ANNEX 4）を参照のこと。 
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（2）研修員受入 

2009年と2010年に実施された本邦研修及び2009年のタイでの第三国研修に、合計10名の

カウンターパート（Counterpart：C/P）が参加した。研修テーマはプロジェクト計画・運営、

財務管理などである。C/Pは社会貢献活動が活発な大学を訪れたり、一村一品活動に参加し

ているコミュニティの住民、あるいは関連政府機関等に対してインタビューを行ったりと

いった活動を行った。研修員受入の詳細は付属資料6（ANNEX 5）を参照のこと。 

 

（3）供与機材 

5台の車両、コピー機などの事務機器など総額約2,300万円分の機材がこれまで供与された。

機材は適切に活用、維持管理されている。供与機材の詳細については、付属資料6（ANNEX 

6）を参照のこと。 

 

（4）在外事業強化費 

フェーズ3において、JICAはAICADの活動のなかでも、（1）KTDP、CEP、CPRといった

各CO主導の事業、（2）ネリカ米普及支援などの研究開発（Research and Development：R&D）

事業、（3）研修・普及（Training and Extension：T&E）、（4）情報ネットワークと文書化

（Information Network and Documentation：IN&D）の4分野について支援を行ってきた。表－

２及び表－３は在外事業強化費の活動分野別及び国別の内訳である。日本側が負担した在

外事業強化費は総額約1億6,400万円である。 

 

表－２ 在外事業強化費（活動分野別） 
（単位：日本円） 

活動 

会計年度 

（4月～3月） 

（1）CO主導の

事業 

（2）研究開発

（R&D） 

（3）研修・普及

（T&E） 

（4）情報ネット 

ワークと文書化 

（IN&D） 

計 

2007年度 

（07年8月～08年3月） 
0 7,425,536 15,746,850 2,579,411 25,751,797

2008年度 4,318,916 4,495,833 20,603,680 7,895,079 37,313,508

2009年度 4,378,374 5,765,960 18,601,440 4,703,707 33,449,482

2010年度 9,491,026 3,366,818 19,881,312 2,800,051 35,539,208

2011年度* 9,539,814 1,461,628 19,511,451 1,551,906 32,064,799

計 27,728,130 22,515,775 94,344,733 19,530,154 164,118,794

*2011年度については、2011年4月～12月までの実績と、2012年1月～3月までの見込みを合算した数値。 
（注）数値は、原則として単位未満の数値を四捨五入したので、計と内訳が一致しない場合がある。 
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表－３ 在外事業強化費（国別） 
（単位：日本円） 

国 

会計年度 

（4月～3月） 

AICAD 本部 ケニアCO タンザニアCO ウガンダCO 計 

2007年度 

（07年8月～08年3月） 
18,132,846 132,793 2,957,579 4,528,579 25,751,797

2008年度 7,445,766 14,547,969 5,856,763 9,463,010 37,313,508

2009年度 7,688,699 14,145,503 6,453,731 5,161,549 33,449,482

2010年度 8,273,114 16,559,501 4,792,281 5,914,312 35,539,208

2011年度* 9,438,235 10,550,217 7,297,432 4,778,915 32,064,799

計 50,978,660 55,935,983 27,357,786 29,846,365 164,118,794

*2011年度については、2011年4月～12月までの実績と、2012年1月～3月までの見込みを合算した数値。 

 

２－３－２ アフリカ側の投入 

（1）人員配置 

評価時点で、30名1のAICAD職員（本部、COにて勤務）が在籍しており、C/Pとして配置

され、日本人専門家から技術移転を受けていた。C/P配置の詳細については添付資料6

（ANNEX 8）を参照のこと。 

 

（2）土地・建物・設備 

AICAD本部の建物は、2003年に日本の無償資金協力事業「アフリカ人造り拠点整備計画」

によって、ジョモ・ケニヤッタ農工大学（ Jomo Kenyatta University of Agriculture and 

Technology：JKUAT）の敷地内に建設された。その後、ケニア政府に引き渡され、プロジェ

クト開始後は、本プロジェクトの実施のために提供されている。また、AICADのメンバー

大学であるケニアのエジャートン大学、ウガンダのマケレレ大学、タンザニアのソコイネ

農業大学は、それぞれの大学内で、COのための事務所スペースを提供している。 

 

（3）ローカルコスト負担 

3カ国の政府はAICADに対して毎年拠出金を支払っており、拠出金は、主にAICAD運営管

理費として支出されている。各国のコミット額と実際の拠出金額は表－４に示すとおり。

ケニア政府からの拠出金は、毎年、3カ国全体の拠出金額の半額をやや上回る額となってい

る。各国とも、コミット額のほぼ全額が毎年支払われているが、政府拠出金の支払いは遅

延することも多く、プロジェクトに負の影響を与えた。 

 

                                                        
1 運転手や清掃員を含んだAICAD総職員数は38名。 
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表－４ 3カ国政府からの拠出金 
（単位：米ドル） 

年度 

（7月～6月） 
 ケニア政府 タンザニア政府 ウガンダ政府 計 

2007/2008年度 コミット額（a） 472,815 230,769 264,779 968,364

 拠出額（b） 472,815 230,798 274,623 978,236

 達成度（b）/（a） 100％ 100％ 104％ 101％

2008/2009年度 コミット額（a） 533,333 308,333 281,977 1,123,643

 拠出額（b） 551,875 270,164 278,058 1,100,098

 達成度（b）/（a） 103％ 88％ 99％ 98％

2009/2010年度 コミット額（a） 500,000 230,769 182,791 913,560

 拠出額（b） 487,500 222,315 166,260 876,075

 達成度（b）/（a） 98％ 96％ 91％ 96％

2010/2011年度 コミット額（a） 481,928 206,997 174,667 863,591

 拠出額（b） 500,000 201,566 173,867 875,433

 達成度（b）/（a） 104％ 97％ 100％ 101％

2011/2012年度

* 
コミット額（a） 493,976 206,897 219,111 919,984

 拠出額（b） 500,000 188,016 208,126 896,142

 達成度（b）/（a） 101％ 91％ 95％ 97％

 総拠出額 2,512,190 1,112,859 1,100,934 4,725,983

*2011/2012年度については2012年3月16日時点での集計。 
（注）数値は、単位未満の数値を四捨五入したので、計と内訳が一致しない場合がある。 

 

２－４ アウトプットの実績 

２－４－１ アウトプット1の達成状況 

アウトプット1「2、3の各成果が持続的に確保されるための、AICADのキャパシティ（計画・

調整能力）が向上する」について、達成状況を判断するための11の指標が設定されている。指

標ごとに達成状況2を分析する。 

 

＜アウトプット1の指標＞ 

1-1．AICADの適正な運営に向けて導入され、確立したシステム 

1-2．AICAD事務局によるUPのプロセスの確立 

1-3．AICAD事務局による年間計画に基づいた事業実施 

1-4．COにおけるCPRの実施 

1-5．GB会合、各種委員会及びAMFの開催実績 

1-6．本部のサポート調整機能の強化 

1-7．AICAD施設の利用実績向上 

1-8．研修を通じた収入確保の手段の明確化 

1-9．本部において作成された教材、マニュアル、ガイドライン類の整備状況 

1-10．COにおいて作成した教材、マニュアル、ガイドライン類の整備状況 

                                                        
2 達成状況のレーティングは、「高」「中」「低」の3段階とした。「高」は、指標に示された目標値に十分達していることを示す。

「中」は、指標に示された目標値に部分的に達していることを示す。「低」は、指標に示された目標値にほとんど達していな

いことを示す。 
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1-11．広報資料の整備状況 

 

 指標1-1.「AICADの適正な運営に向けて導入され、確立したシステム」（達成度：高） 

3カ国の関連省次官、主なメンバー大学からの代表者、AICAD事務局長、JICAからの代表者

など、12人から成るGB会合が円滑に運営され、効果的な意思決定が行われた。AICADのマネ

ジメントにかかわる重要事項が議論され、AICADの円滑な運営が可能となった。 

 

 指標1-2.「AICAD事務局によるUPのプロセスの確立」（達成度：中） 

プロジェクトは、AICAD事務局に対し、UPと呼ばれるドナーからの支援獲得をめざした15

カ月間の活動計画の策定を支援した。2007年10月に初めて策定されたUPは内容が精緻ではな

く大幅な改善の余地があったが、その後、日本人専門家の指導により、AICAD事務局、COと

もにより質の高いUPを作成できるようになった。現在、AICADは自立してUPを作成できるだ

けの技術を身につけている。今後は、AICADの活動をさまざまなドナーの政策や優先順位に

合わせてカスタマイズしていくことが、ドナーからの支援を更に獲得していくためには必要

である。 

このように、UPのプロセスは確立したものの、UPに基づき、リストアップされている活動

に対して支援を実施しているのはこれまでJICAのみで、他の機関からの資金獲得には成功し

ていないことが課題である。今後、UPを更に改善して、他ドナーからの支援を得ていく必要

がある。 

 

 指標1-3.「AICAD事務局による年間計画に基づいた事業実施」（達成度：中） 

AICAD事務局は、毎年、「AICAD Almanac」と呼ばれる年間計画表を作成し、AICAD本部と

COで行われる活動に関して情報を共有することをめざしている。しかし、同年間計画表は、

各活動の実施可能性を十分吟味したうえで作成されてはおらず、掲載された活動すべてを確

実に実行することは困難な状況である。現場の実情を反映させた、より現実的な年間計画の

策定が必要である。また、アルマナックの作成は、関係者間で十分な議論を経て行うことが

求められるとともに、掲載された活動については関係者が当事者意識をもって実行に移すと

いう体制の構築が必要である。 

 

 指標1-4.「COにおけるCPRの実施」（達成度：高） 

CPRは、中間レビューの前に、2010年2月から3月にかけて3カ国で実施された。CPRでは、

プロジェクトの残り期間で取り組むべき課題が提言された。プロジェクト後半では、CPRで出

された提言のうち、有効と思われる具体的な提言について取り組みが行われた。例えば、KTDP

でマーケティングを重視した指導が行われたり、タンザニアにおいて、研修教材を現地語で

あるスワヒリ語化したり、CEPにおいて、貧困ベースライン調査を実施するほか、活動実施の

プロセスを文書化したりした。 

 

 指標1-5.「GB会合、各種委員会及びAMFの開催実績」（達成度：中～高） 

改訂版AICAD組織規定（AICAD Charter）に記載のとおり、AICADは半年ごとにGB会合を

開き、AICAD運営全体に係る重要事項を協議している。GBの下には財務・計画委員会と人事・
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運営委員会の2つが設置されており、定期的に会合が開催されている。AMFは、メンバー大学

が意見交換をする場として毎年計画通り開催されている（添付資料7）。こうした会合につい

ては、時折、開催時期に遅延が発生するものの、おおむね計画どおりに開催されている。 

一方、本部の管理職3やCOのカントリー・ディレクターが出席するマネジメント会議は、現

在は、4半期ごとに開催されることになっているが4、頻繁に延期されたり、中止されたりして

いる。また、プロジェクト期間中にマネジメント会議の開催頻度が少なくなり、近年、AICAD

内部での情報交換の機会が減っている。その結果、AICAD本部、COにおける管理職や主要担

当者間での情報交換が十分でない状況が発生している。 

 

 指標1-6.「本部のサポート調整機能の強化」（達成度：中） 

さまざまなプロジェクト活動の実施を通じて、AICAD本部の職員は必要に応じてCOを訪れ、

COの活動や業務に関して生じた課題などを協議するといった支援・調整を行ってきた。本部

とCOの電子メールを通じたコミュニケーションの手順は標準化され、2者間の意思疎通の改善

に寄与している。日本人専門家、C/Pともに、プロジェクト開始前と比べて本部の支援・調整

機能は強化されたと感じている。しかし、COの活動に関する情報管理やモニタリングについ

ては、必ずしも本部で適切に行われているとはいえず、例えば、COがすでに本部に対して情

報を提供したことに関し、頻繁に本部からCOに対して問い合わせが入ることがある。こうし

た事実は、本部の管理、調整スキルが十分ではないことを示唆している。 

また、本部の支援・調整機能の強化を更にめざすのであれば、支援活動に必要な予算の計

上を増やしていく必要があるとの意見が関係者から挙げられていた。 

 

 指標1-7.「AICAD施設の利用実績向上」（達成度：中） 

宿泊施設、集会場、会議室といった主なAICADの施設の利用率を表－５に示した。施設の

利用率向上の問題は、GB会合でも過去数年間にわたり取り上げられている重要課題の一つで

ある。マーケティングや広報に一層の努力が必要ではあるが、2008年に比べると、徐々に施

設利用率は向上している。これは、2010年にAICADが施設利用を促進するパンフレットを作

成し、広く配布したことなどが奏功していると考えられる。また、GBメンバーや関連政府職

員が口コミでAICAD施設のことを宣伝したことにより、政府による施設の利用が増えたこと

も貢献要因として挙げられる。 

 

表－５ 主なAICAD施設利用率 
（単位：％） 

 2008 2009 2010 2011 

宿泊施設（39室） 22 46 53 63 

集会場（1カ所） 4 4 14 18 

会議室（9室） 2 6 11 14 

表中の数字は1カ月の稼動日を22日として計算している。 

                                                        
3 具体的には事務局長、副事務局長、研修普及部長、研究開発部長、情報整備部長、総務・財務（A&F）部長、会計士、内部

監査人。AICAD本部配属の日本人専門家3名も出席している。 
4 COのカントリー・ディレクターは、2回に1回の出席、つまり半年に一度の出席となっている。 
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 指標1-8.「研修を通じた収入確保の手段の明確化」（達成度：中） 

外部資源獲得のための広報ツールとして、研修モジュールや国内研修の概要を簡潔に記載

したファクトシートが各COで作成され、近々最終化される予定である。 

また、近年、研修、特に地域研修の強化により、他ドナーとの連携及び外部資金の活用を

図る動きが活発化している。研修受託を狙ったプロポーザルも何件か作成された。AICAD本

部では、世界銀行研究所（World Bank Institute：WBI）とアフリカ国際湿地保全連合（Wetlands 

International Africa：WIA）との共催で地域研修を行い、研修実施のための施設提供により収入

を得ることができた。また、タンザニアCOにおいては、地方政府と共同で研修を行い、費用

の一部分を負担してもらうという試みを開始した。ウガンダCOでは、研修の共催を求める問

い合わせをいくつかの地方政府から受けている。AICADの経済的な自立を促進するため、こ

うした他機関との連携は今後一層強化していく必要があるだろう。 

 

指標1-9.「本部において作成された教材、マニュアル、ガイドライン類の整備状況」（達成度：

高） 

AICAD本部では、貿易研修教材、ネリカ栽培マニュアル、WBIやWIAとの共同による地域

研修教材などを作成した。 

 

 指標1-10.「COにおいて作成した教材、マニュアル、ガイドライン類の整備状況」（達成度：高） 

各COでは、国内研修に用いる研修教材を表－６のとおり作成した。タンザニアCOでは、ス

ワヒリ語でのマニュアルや、ザンジバルにおけるネリカ米栽培マニュアルについても作成し

た。 

 

表－６ COが作成した研修教材 

CO 研修教材 

ケニアCO ・付加価値研修に係るDVD 

・キャッサバ加工に係るパンフレットなど 

タンザニアCO ・DVD（灌漑、工芸品貿易促進研修） 

・スワヒリ語マニュアル（灌漑、起業家育成、付加価値、貿易促進研修）、

低コスト家屋建築に係るガイドライン 

・ネリカ米パンフレットなど 

ウガンダCO ・DVD（農村女性、野菜栽培、陶芸、養豚、灌漑研修など） 

・成功事例やパピルス会議に関するパンフレットなど 

 

指標1－9、1－10で作成された研修教材は知識の普及に活用され、AICADの活動をコミュニ

ティや他の関係者に広く知らせる役割を果たしている。 

 

指標1-11.「広報資料の整備状況」（達成度：中） 

表－７は、これまでAICAD本部及びCOが実施したさまざまな広報活動の実績である。また、

ファクトシートを各COが作成し、現在、印刷・配布の準備をしているところである（表－８）。

報告書、ニューズレター、ウェブサイトなどが各種作成され、映像をまとめたDVDも作成さ

れており、広報資料の整備は進んできているといえる。 
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一方、計画どおりの頻度では発行できなかったり、図書館専任職員が2010年10月から不在

であることから出版物の質の低下が引き起こされたりといった問題も発生している。また、

これら作成された広報資料は、現在のところ十分に活用されているとはいえない状況である。

戦略的にドナーにアピールしたり、潜在的な顧客を獲得したりするために、広報資料の有効

活用をしていくことが今後の課題である。 

さらに、もう一点指摘するならば、これらの資料は、もともと顧客の注意を引くために開

発されてはおらず、主にメンバー3カ国に対する説明責任を果たすためにAICADがどのような

活動を行ってきたかの情報を提供する目的で作成されたものだといえる。地方政府、国際機

関、ドナーなど、将来、顧客となりうる機関をターゲットにして、それぞれの機関の特質に

合わせた宣伝資料づくりを検討する余地があろう。 

 

表－７ これまでの広報活動 

 出版物 頻  度 

AICAD本部 年次報告 年1回 

AICADニュース 年3回 

AICAD施設パンフレット 1回 

AICADウェブサイト上の情報更新 適時 

会議議事録、研究論文要旨 不定期 

ケニアにおける陸稲栽培ガイドライン 1回 

地域研修用DVD2本 1回 

CEP完了報告書* 作成中 

ケニアCO ニューズレター 半年に1回（現在は不定期） 

ケニアCOパンフレット、ポスター 1回 

キャッサバ加工・利用パンフレット 1回 

研修用、ケニアCO宣伝DVD2本 1回 

タンザニアCO ニューズレター 2カ月に1回 

ネリカ米栽培ガイドライン 1回 

KTDP（低コスト家屋）パンフレット 1回 

UOAシンポジウム会議録 作成中 

起立式AICADバナー 1回 

研修用DVD6本 1回 

ウガンダCO AICADウガンダニュース 1回 

AICADウガンダニュースフラッシュ 1回 

成功事例パンフレット 2回 

第一回AICADパピルス会議パンフレット 1回 

農業ショー用パンフレット 1回 

UOAシンポジウム会議録 作成中 

研修用、広報用DVD6本 1回 

* CEP完了報告書とは、CEPのコンセプトノートであり、3カ国でのCEPの経験を考察したものである。 
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表－８ COが作成した研修ファクトシート 

CO ファクトシート名 

ケニアCO 灌漑、農村女性、付加価値、起業家育成 

タンザニアCO 工芸品貿易促進、灌漑、農村女性 、付加価値、起業家養成 

ウガンダCO 野菜栽培、養豚、付加価値 

 

 アウトプット1の達成状況：中～高 

上記11の指標のうち、特に効率的で円滑なAICADのマネジメントシステムの確立という観

点から、UPの策定や実施、GB会合やその他重要な会議の定期開催などが実現したことは、特

筆すべき点である。また、AICAD事務局の計画立案能力や調整能力は、プロジェクトの前フ

ェーズと比べて向上した。特に、AICADの意思決定システムが整備・簡略化され、さまざま

な協力機関とともに、コミュニティへの知識・技術普及に関する多岐にわたる活動を実施す

ることができたことは、AICAD事務局の能力向上の証といえよう。 

一方、いまだに残されている課題も存在する。AICADで開発されたDVDや各種出版物など

の広報資料については、戦略的なマーケティングを展開していくために、今後積極的に用い

ていく必要がある。また、AICADが今後ドナーの財政的支援を獲得していくのであれば、UP

の内容を向上させていく必要がある。 

以上のことから、アウトプット1の達成状況は、中から高程度といえる。 

 

２－４－２ アウトプット2の達成状況 

「AICADネットワーク機能が強化される」というアウトプット2について、達成状況を判断す

るための指標は、5つ設定されている。指標ごとに達成状況を分析する。 

 

 ＜アウトプット2の指標＞ 

2-1．本部における、フォーラム、セミナーもしくはワークショップ開催数実績 

2-2．本部においてメンバー大学と協力連携した各種活動実績 

2-3．COにおいてメンバー大学と協力連携した各種活動実績 

2-4．本部において関係機関と協力連携した各種活動実績 

2-5．COにおいて関係機関と協力連携した各種活動実績 

 

指標2-1.「本部における、フォーラム、セミナーもしくはワークショップ開催数実績」（達成度：

高） 

指標2-2．「本部においてメンバー大学と協力連携した各種活動実績」（達成度：高） 

指標2-3．「COにおいてメンバー大学と協力連携した各種活動実績」（達成度：高） 

表－9に示した3カ国19の大学が、現在、AICADのメンバーとなっている大学である。 
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表－９ メンバー大学 

 国 メンバー大学 メンバー加入時期 

1 ケニア ナイロビ大学 2000年8月（創立メンバー） 

2 ケニア モイ大学 2000年8月（創立メンバー） 

3 ケニア ケニヤッタ大学 2000年8月（創立メンバー） 

4 ケニア エジャートン大学 2000年8月（創立メンバー） 

5 ケニア 
ジョモ・ケニヤッタ農工大学

（JKUAT） 
2000年8月（創立メンバー） 

6 ケニア マセノ大学 2002年7月 

7 ケニア マシンデ・ムリロ科学技術大学 2007年11月 

8 タンザニア ダルエスサラーム大学 2000年8月（創立メンバー） 

9 タンザニア ソコイネ農業大学 2000年8月（創立メンバー） 

10 タンザニア タンザニアオープン大学 2002年7月 

11 タンザニア ムズンベ大学 2002年7月 

12 タンザニア ザンジバル国立大学 2003年12月 

13 タンザニア ドドマ大学* 2008年3月 

14 タンザニア 
ネルソン・マンデラ・アフリカ

科学技術インスティチュート 
2010年3月 

15 ウガンダ マケレレ大学 2000年8月（創立メンバー） 

16 ウガンダ ムバララ工科大学 2002年7月 

17 ウガンダ グル大学 2003年12月 

18 ウガンダ チャンボゴ大学 2002年12月 

19 ウガンダ ブシテマ大学 2008年3月 

*タンザニアのドドマ大学は、休会を要請し、GB会合にて承認された。 

 

フェーズ3では、コミュニティへの技術普及に活動の焦点を当てているが、プロジェクト後

半では、メンバー大学との知識の共有を目的とした活動を展開した。2010年からは、大学の

社会貢献活動（University Outreach Activity：UOA）を促進するためのシンポジウムやワークシ

ョップをAICAD本部やCOで開催している（表－10）。2010年にケニアで開催された最初のシ

ンポジウムでは、各大学の経験や成功事例などが発表され、AICADと共同でどのようにUOA

を展開していけばよいかなどについて議論が行われた。また、大学で行われる研究成果を地

域のコミュニティに裨益させるためのUOA実施や強化に係る政策や戦略についての意見交換

が行われ、提言として取りまとめられた。同シンポジウムでなされた提言に基づいて、翌年

には各国においてシンポジウムが開催されたほか、ウガンダとタンザニアでは、メンバー大

学によりUOA推進のための委員会が設立された。 
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表－10 UOAに関するシンポジウムやワークショップ 

イベント 日程 参加者数 

UOAシンポジウム（地域） 2010年10月18～19日 56 

UOAシンポジウム（ケニア） 2011年9月5～6日 48 

UOAシンポジウム（タンザニア） 2011年11月28～29日 35 

UOAシンポジウム（ウガンダ） 2011年12月12～13日 41 

UOAワークシップ（地域） 2012年2月20～21日 62 

計  242 

 

上記3つのシンポジウムやワークショップのほかにも、UOA実施の試みとして、JKUATと

AICADが共同で「コメ増産システムに適切な除草機の実用化支援」を2010～2011年に実施し

た。 

その後、AICADは、具体的なUOA支援を大学からプロポーザルに基づいて行うこととした。

提出されたプロポーザルから4つのプロジェクトが選定され、表－11の活動が実施された。 

 

表－11 UOAパイロット・プロジェクト 

国 活動名 実施大学 活動/受益者 

ケニア バナナ組織培

養による病害

虫コントロー

ルのための生

体制御技術 

JKUAT 活動： 
1. 培養された組織の農民への紹介 
2. 苗床と果樹園管理と害虫コントロール研修の実施 
3. バナナの付加価値研修（熟成室の建設、バナナジャム、バナ
ナチップ、バナナ粉などの製造など） 

4. マーケティング研修 
 
受益者： 
200超のバナナ小農 

ケニア カカメガ地域

ルランビ地区

における栄養

状況改善のた

めの栄養食品

活用 

マシンデ・

ムリロ科学

技術大学 

活動： 
1. 地元政府などとのネットワーキング活動 
2. 研修マニュアルの作成 
3. サブロケーションにおける付加価値活動 
4. ルランビ地区の文化週間への参加 
5. 活動持続性向上のためのコミュニティ、協力者との会合 
 
受益者： 
サブ地域ごとに30の貧困家庭（計3サブ地域）、25名のコミュニ
ティ・リーダー 

タンザニア ムクユニ、マ
トンボ地域に

おけるバナナ

生産向上 

ソコイネ農

業大学 
活動： 
1. 高収量バナナの紹介 
2. バナナの病気に関する研修 
3. デモンストレーション圃場の造成 
4. ソコイネ農業大学の科学者と農民との連携強化 
5. 教訓の文書化 
 
受益者： 
直接受益農民210人、間接受益農民400人 
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ウガンダ グル地区にお

ける小農に対

する農業ビジ

ネス・起業能

力向上 

グル大学 活動： 
1. アグリビジネスと起業家育成研修マニュアル作成（英語で作
成後、ルオ語へ翻訳） 

2. 学生53人の農家への派遣 
3. 3農家グループに対する研修実施 
4. 3農家グループのリラ地区への視察ツアー 
5. 150人農民によるアグリビジネスと起業に関する知識の習得
6. 大学と農家グループの連携強化 
 
受益者： 
農民150人、グル大学学生53人 

 

これらのUOA活動はすべて終了し、普及技術も住民によって適用されている状況が確認で

きた。タンザニアの「ムクユニ、マトンボ地域におけるバナナ生産向上」の関係者は、JKUAT

を中心に行っている類似プロジェクト「バナナ組織培養による病害虫コントロールのための

生体制御技術」のサイトを訪問し、情報交換を行った。 

このようなUOAの効果は、これまでいくつか確認されているものの、実施期間が6カ月と短

期間だったことから、評価時点でインパクトを確認することは困難だった。こうした活動の

インパクトは、活動終了から数年が経過した時点で、農家が普及した技術を活用して収入を

向上させているといった点により確認される見込みである。 

UOA分野での活動で、プロジェクトの成果として挙げられるものの1つとして、メンバー大

学が、研究、教育、地域への社会貢献（アウトリーチ）の3つの柱を大学の使命として認識し

始めたことである。もちろん、現在のところ、この考えがすべてのメンバー大学に浸透して

いるというわけではないが、少なくとも主要な大学において、UOAに対する意識の高まりが

見られる。 

なお、表－12のとおり、COとメンバー大学との協力連携は、UOA、CEP、KTDP、研修など

あらゆる分野で活発に行われている。また、表－20のとおり、AICAD本部では、各種地域研

修も実施した。 

 

表－12 メンバー大学と協力連携したCOの活動数 

CO 
UOA（シンポジウ

ムなどを含む） 
研修 CEP KTDP 計 

ケニア 0* 12 3 2 17 

タンザニア 2  8 1 1 12 

ウガンダ 2 12 2 3 19 

*ケニアでのUOA活動は、AICAD本部が実施した。 

 

指標2-4.「本部において関係機関と協力連携した各種活動実績」（達成度：中） 

指標2-1と2-2で説明した活動に加え、本部における関連機関との共同活動として挙げられる

のは5つの地域研修と、表－11に示したケニアにおける2つのUOA活動である。5つの地域研修

のうち、4つはWBIやWIAと共同で行ったものである。これら地域研修の詳細は表－20のとお

り。WBIやWIAとの連携活動は地域研修の定期的な実施により強化されたものの、他の機関と
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の連携の実績は実少ない。 

 

指標2-5.「COにおいて関係機関と協力連携した各種活動実績」（達成度：高） 

COによる他機関との連携活動の実績を表－12に示した。プロジェクト開始時と比較して、

COによる関連機関との連携活動は飛躍的に増加した。 

 

表－13 関係機関と協力連携したCOの活動数 

CO UOA 研修 CEP KTDP 計 

ケニア 0 12 3 2 17 

タンザニア 2 12 1 1 16 

ウガンダ 2 12 2 3 19 

 

 アウトプット2の達成状況：高 

2010年5月の中間レビュー調査における提言を受け、AICADはUOA活動を展開し、その結果

としてAICADのネットワーキング機能が強化された。メンバー大学からのリソースパーソン

は、AICD本部及びCOと密な関係を維持しており、発展途上とはいえUOAの成果は徐々に上

がってきているといえる。今後も、大学や関係省庁によるUOAポリシーの策定や体制整備を

AICADが支援し、メンバー大学によってUOA活動が活発に行えるようファシリテートしてい

くことが望まれる。 

その他の機関との連携についても、WBIとWIAとの定期的な地域研修の共催など、改善が見

られる。COでも、大学、中央・地方政府、NGO、政府外郭団体、研究機関など、さまざまな組

織とのパートナーシップを強化した。今後も、こうした関連機関との連携の拡大を期待したい。 

以上のことから、アウトプット2の達成状況は高いといえる。 

 

 ２－４－３ アウトプット3の達成状況 

「貧困削減に資するコミュニティ向けの技術普及を重視したAICADの活動が拡充される」と

いうアウトプット3について、達成状況を判断するために、8つの指標が設定されている。指標

ごとに達成状況を分析する。 

 

 ＜アウトプット3の指標＞ 

3-1．COにおける国内研修実施実績 

3-2．COにおけるグラスルーツ研修実績 

3-3．COにおけるCEP実施実績 

3-4．COにおけるKTDP実施実績 

3-5．本部における地域研修実施実績 

3-6．ネリカ米普及事業実績 

3-7．他ドナーなどとの共催による研修またはセミナー実施実績 

3-8．研修モジュールの整備状況 
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 指標3-1.「COにおける国内研修実施実績」（達成度：高） 

これまでの国内研修の実施実績はケニアで11回、タンザニアで9回、ウガンダで8回であり、

総計887人の受講者を得ている（表－14）。受講者の男女比は、表－15が示すように、各国で

ほぼ同数、あるいは女性が多い。 

 

表－14 COによる国内研修数 

研修コース名 
ケニア タンザニア ウガンダ 

研修数 参加者数 研修数 参加者数 研修数 参加者数

付加価値  4 121 3  89 3  93 

灌漑・水資源管理  3  89 2  55 0   0 

小規模起業  3  90 3  90 3  87 

農村女性  1  44 0   0 2 100 

輸出工芸品  0   0 1  29 0   0 

計 11 344 9 263 8 280 

 

表－15 国内研修の男女別参加者数5 

CO 男性参加者数 女性参加者数

ケニア 197 200 

タンザニア 198 194 

ウガンダ 100 180 

 

国内研修参加者はコミュニティのリーダーである。右参加者は、研修で得た知識を地域の

住民に広めたり、グラスルーツ研修の講師を務めたりしたりしているほか、自ら技術を利用

して現金収入を獲得している。研修のインパクトが発現するにはまだ時間を要するため、現

時点では正確に確認することは困難であるが、こうした研修を実施したことにより、AICAD

が開発や貧困削減分野のさまざまな関係者とのネットワークを広げることができたことは明

らかである。 

 

 指標3-2.「COにおけるグラスルーツ研修実績」（達成度：高） 

コミュニティのリーダーを主な対象として行われる国内研修に対し、グラスルーツ研修は、

コミュニティに近い場所で開催され、リーダーのみならず、一般住民も受講者として参加す

ることができるのが特徴である。これまで、ケニアで3回、タンザニアとウガンダで5回ずつ、

グラスルーツ研修が行われた（表－16）。受講者の総計は537人である。グラスルーツ研修に

関しては、表－17が示すように、女性の受講者の方が男性の受講者よりも多い。 

評価調査団はグラスルーツ研修受講者が、スキルや知識を実際に適用したことにより、現

金収入が向上したといういくつかの例を現地調査で確認することができた。 

 

                                                        
5 性別ごとの参加者数に関するデータがない研修があったため、参加者総数は表－14記載の数と合致するとは限らない。 
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表－16 COによるグラスルーツ研修数 

CO 研修名 参加者数 

ケニア HIV/AIDS患者のための持続的食糧確保・

栄養管理を目指した食品加工・利用 
 40 

ナクル地域ムボゴ・イニ地区における干ば

つに強い野菜・果物栽培と補助的灌漑振興
 32 

中小規模灌漑による在来種野菜振興  40 

タンザニア バガモヨ地域の女性グループ対象食品加

工研修 
 61 

モロゴロ町における食品加工研修  20 

輸出工芸品  20 

輸出工芸品  20 

ムランディジにおける灌漑・水資源管理  40 

ウガンダ 農村女性エンパワーメント  50 

灌漑・水資源管理  56 

灌漑・水資源管理  73 

灌漑・水資源管理  35 

灌漑・水資源管理  50 

計  537 

 

表－17 グラスルーツ研修の男女別参加者数6 

CO 男性参加者数 女性参加者数

ケニア 49  63 

タンザニア 36  64 

ウガンダ 65 114 

 

 指標3-3.「COにおけるCEP実施実績」（達成度：高） 

CEPは、コミュニティを中心に据えた活動で、選定された地域のコミュニティ・グループに

対して、さまざまな介入を同時に行っていくものであり、住民参加を重視し、コミュニティ

の社会経済的な発展を目的としている。AICADにとっては、AICADが開発し、実施している

各種貧困削減活動が、実際にコミュニティでどのような効果を上げることができるのかを学

ぶことができる貴重な機会でもある。 

UPの枠組みに従い、表－18に示す6つの住民ニーズを重視したCEPが選定された。AICADは

これまで、住民参加型の計画立案・実施・モニタリングを中心としたCEPの実施フローを確立

させており、CEP実施にあたっては、本邦研修で学んだプロジェクト・サイクル・マネジメン

                                                        
6 性別ごとの参加者数に関するデータがない研修があったため、参加者総数は表－14に記載の数と合致するとは限らない。 
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ト（Project Cycle Management：PCM）の手法を用いている。CEPの具体的なステップは、住民

による計画策定、優先順位づけ、活動の選定と実施、モニタリングであり、問題系図の作成

やPDMの作成と指標の達成状況測定なども含む。 

CEPでは、対象住民のうち、114世帯計178人が直接受益者として活動を実施した。ケニアの

灌漑活動では、「一人当たりの収入が平均9,386ケニアシリング（約9,400円）増加した」、「一

日3食食事を取れる農民が26.7％増加した」という調査結果が得られた7。食品加工を行うタン

ザニアの女性CEP参加者たちは、現金収入が得られたことにより生計が向上したと認識してお

り、得られた収入を子供の教育や家電製品の購入に使っていた。また、活動を通じて自信が

着き、他の人との交流を積極的にできるようになったと回答する参加者も数名見られた。ウ

ガンダのCEPでは、参加者に対するアンケート回答者の90％が、CEP対象者ではない近隣住民

に、AICADから学んだ知識を広めたと答えている。また、56％の回答者が、CEP活動のおか

げで経済的状況が改善されたと回答している。 

本プロジェクトでは、CEP実施に際してコミュニティの住民が自分たちの力で活動を継続的

に続けていけるように配慮してきており、例えば、資機材購入については住民が相当額の費

用負担をすることとし、援助への依存体質が醸成されることのないよう工夫している。 

プロジェクトでは現在、CEPのモニタリング活動を実施中であり、その結果及びCEPの実施

プロセスを文書化したものは2012年6月のプロジェクト終了までに完成する予定である。 

なお、CEPの経験は、UOAワークショップの場でも発表され、UOAに応用可能な知識普及

モデルとして紹介された。 

 

表－18 COによるCEP活動 

CO 地域 プロジェクト 受益者数 

ケニア ギルギル地区 

畑作灌漑農業プロジェクト 59名 

天水利用・水資源管理プロジェクト 59名 

畜産振興プロジェクト 40名 

タンザニア キバハ地区 
貧困削減のための女性エンパワーメント

（食品加工） 
20名 

ウガンダ ミティアナ地域 

土壌・水保全とアグロフォレストリーに関

する能力強化によるカキンドゥ・サブ郡の

生計向上 

47世帯 

ブタユンジャ郡障害者の収入向上 67世帯 

計   178人及び114世帯 

 

 指標3-4.「COにおけるKTDP実施実績」（達成度：中） 

KTDPは、大学の研究者による研究の成果を、コミュニティの生計向上のために普及するこ

とを目的とした活動である。表－19に示した6つのKTDPプロジェクトが、各COによって実施

された。ケニアのキャッサバ栽培プロジェクトとウガンダのパピルスの持続的利用プロジェ

クトを除き、各プロジェクトはすでに完了している。その結果、ウガンダでの養豚プロジェ

                                                        
7 ケニアのCEPを対象に実施されたエンドラインサーベイ調査のデータ。 
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クトのように、技術が普及したという成功事例がある一方、大学での研究成果がそのままで

は現場で適用できないといった状況が頻繁に発生した。対象地域の特性に従って技術を大幅

にカスタマイズする必要があったり、コミュニティと十分話し合いの場をもつことなしに一

方的に知識・技術の移転が行われがちになるという欠点も明らかになり、コミュニティの主

体性が醸成しづらい状況が生じた。また、確立したモニタリングの仕組みがないために進捗

管理を徹底することも難しい状況にあった。こうしたKTDPの弱点というべき点が明らかにな

り、本プロジェクトにおいてKTDPのアプローチは効果的ではないと認識するに至った。 

なお、キャッサバ栽培プロジェクトなど現在実施中のプロジェクトに関しては、CEPから得

られた教訓を活用してKTDP実施メカニズムやアプローチを改善する努力が行われている。 

 

表－19 COによるKTDP活動 

CO プロジェクト内容 

ケニア ・ プロジェクト名：西ケニアの乾燥地域におけるゴマの生産と活用 

・ プロジェクトの状況：完了 

・ 場所：ラチュニョ地域カボンゴ地区 

・ 直接受益者：90農家 

・ 実施者：マセノ大学、ケニアCO 

・ 成果：（1）2009年9月～12月に計90農家がゴマ栽培を実施、（2）直接受益者以外

の農家（プロジェクトが直接対象としていない農家、間接受益農家）について

もゴマ栽培を実施する農家が増加、（3）34の間接受益農家がゴマを栽培 

・ プロジェクト名：ロンゴ地区におけるキャッサバ栽培及び利用 

・ プロジェクトの状況：実施中 

・ 場所：ニャンザ郡ミゴリ地域ロンゴ地区 

・ 直接受益者：地域の150のキャッサバ農家 

・ 実施者：ケニアCO、マセノ大学、地域農業事務所 

・ 成果：（1）50のキャッサバ農家がキャッサバ栽培研修を受講、（2）45のキャッ

サバ農家がキャッサバ加工・利用の研修を受講、（3）10カ所の拠点設立、150

の農家にキャッサバ栽培のための用具を授与、（4）2種のキャッサバを導入、（5）

フィールドデイ、オープンデイ実施 

タンザニア ・ プロジェクト名：都市低コスト家屋のためのセミ・プレハブ・コンクリート建

築技術 

・ プロジェクトの状況：完了 

・ 場所：タンザニア全土 

・ 直接受益者：タンザニアのコミュニティ及び建築セクター 

・ 実施者：タンザニアCO、ダルエスサラーム大学、国立住宅・建物研究庁（National 

House & Building Research Agency, NHBRA） 

・ 成果：（1）セミ・プレハブ用件の選定、（2）現存プレハブの改善、（3）新企画

立案、（4）建設時の改善提案、（5）詳細設計立案 

ウガンダ ・ プロジェクト名：養豚研修 

・ プロジェクトの状況：完了 

・ 場所：ミトヤナ地区 

・ 直接受益者：20の養豚農家 

・ 実施者：ウガンダCO、マケレレ大学、グル大学、エンジニア（民間からのリソ

ースパーソン） 

・ 成果：（1）研修実施、（2）22の農家（20の既存養豚農家及び2件の新規参入農家）

が養豚ビジネスを実施 
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・ プロジェクト名：陶芸 

・ プロジェクトの状況：完了 

・ 場所：ミトヤナ 

・ 直接受益者：20人 

・ 実施者：ウガンダCO、チャンボゴ大学、マケレレ大学、KYU－デザインセンタ

ー、ケルティック・アカデミー、マケレレ大学ビジネススクール 

・ 成果：研修実施 

・ プロジェクト名：パピルスの持続的利用 

・ プロジェクトの状況：実施中 

・ 場所：ミティヤナ 

・ 直接受益者：30人 

・ 実施者：ウガンダCO、マケレレ大学、チャンボゴ大学、メンタ大学、水環境省

（湿地部）、コミュニティ代表者 

・ 成果：（1）ワーキンググループ設立、（2）工芸品サーベイ実施、（3）工芸品リ

スト作成、（4）参加型計画会合実施、（5）スタディーツアー実施、（6）振り返

り会合実施、（7）研修実施、（8）パピルス製品の作成、（9）地元での販売 

 

 指標3-5.「本部における地域研修実施実績」（達成度：高） 

以下の5つの地域研修が本部において開催され、アフリカ及び他地域から計146人が参加し

た。これらの研修はAICADとWBI、WIAとの共同開催である。こうした他機関との共催研修

は、今後、気候変動といった特定テーマの研修を開催する際に積極的に行われることを期待

したい。 

 

表－20 本部による地域研修 

研修名 年月 期間 参加者数 協力機関 

工芸品貿易促進研修 2007年11月 3週間  29 ケニア、タンザニア、ウ

ガンダの貿易振興関連

団体、大学、企業など 

気候変動下の農業水管理研修 2010年3月 5日間  35 WBI 

AICAD-WBIトレーナーのた

めの研修：気候変動と持続的

土地・水管理 

2011年2月 4日間  27 WBI 

コミュニティとエコシステム

に根ざした気候変動適応に関

するトレーナーのための研修 

2010年4月 5日間  26 WIA 

エコシステムとコミュニティ

による気候変動への適応研修 

2011年3月 5日間  29 WIA 

計   146  

 

地域研修に参加したのは、各国の普及員や各種研修の講師といった立場の人々であるが、

彼らへのインタビューによると、地域研修に対する満足度は高いとのことだった。また、 

AICAD本部は、2007年にケニア、タンザニア、ウガンダの貿易促進機関や大学、タイの輸

出貿易センターとともに「工芸品貿易促進研修」を開催したが、タンザニアでは、本地域研
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修の受講者が帰国後に国内研修の講師となって、得た知識を受講者に教えていた。さらに、

国内研修の参加者がグラスルーツ研修の講師を務め、コミュニティの住民を指導していた。

総じて、本地域研修についていえば、地域研修から国内研修へ、国内研修からグラスルーツ

研修へ、といったカスケード式の研修を実現することができたといえる。 

 

 指標3-6.「ネリカ米普及事業実績」（達成度：高） 

AICADは、ケニアとタンザニア（ザンジバル）においてネリカ米の普及事業を実施した。

活動は両国で予定どおりに実施され、ケニアで4種、ザンジバルで3種の品種が登録された。

こうした活動は、それぞれの国の農業省といった関連機関の協力で実現し、これら2カ国では、

ネリカ米栽培ガイドラインを作成し、農業省経由で関連機関に配布した。さらに、ケニアで

は、AICAD本部がネリカ米の研修を農業普及員に対して実施した。これらのネリカ米に関す

る事業は、ケニアではJICA専門家（稲作）に、タンザニアではJICAの技術協力プロジェクト

「灌漑農業技術普及支援体制強化計画プロジェクト」に引き継がれた。 

 

 指標3-7.「他ドナーなどとの共催による研修またはセミナー実施実績」（達成度：中～高） 

表－20に示したように、AICAD本部はWBIやWIAとの共催による研修を4件実施した。 

また、最新の動きとして、欧州委員会（EC）が実施する研究と技術開発のための「セブン

ス・フレームワーク・プログラム（FP7）」にAICADが提出した「バイオ製品とバイオエネル

ギー生産のための都市・産業廃棄物を利用した基礎化学建築用ブロックの付加価値加工」の

プロポーザルは、支援の対象として選定され、21万9,000ユーロ（予定）の資金を獲得した。

また、在ケニアのイスラエル大使館と連携して2012年から3件の地域研修を行うことを検討し

ている。さらに、世界銀行の気候変動対策活動の1つである「気候イノベーション・センター」

の誘致に関し、JKUATと共同でプロポーザルを提出し、現在、最終選考結果まちである8。 

こうした他機関との共催による研修やプロポーザル提出による外部資金獲得活動の実績は

少数に留まっており、今後とも各ドナー、政府機関といった団体との連携の機会を積極的に

探していくことが望まれる。 

 

 指標3-8.「研修モジュールの整備状況」（達成度：高） 

研修モジュールは各COで作成されており（表－21）、プロジェクト終了までにはすべてのモ

ジュールが完成する予定である。AICADは、これらのモジュールを用いて、ドナーや地方政

府といった研修の発注者あるいは共催者になりうる機関に対して積極的な研修宣伝活動を行

っていく必要がある。 

 

表－21 整備された研修モジュール 

CO 研修モジュール 状況 

ケニア 4分野（起業家育成、農村女性、付加価値、灌漑） 作成中 

タンザニア 4分野（灌漑、起業家育成、付加価値、工芸品貿易促進）作成済み、内部決裁手続き中

ウガンダ 4分野（養豚、付加価値、起業家育成、農村女性） ドラフト作成済み 

                                                        
8 5年にわたる総額500万米ドルのプロジェクトとなる予定。 
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 アウトプット3の達成状況：高 

国内研修、グラスルーツ研修、CEP、KTDP、地域研修、ネリカ米普及などのコミュニティ

をターゲットとした各種貧困削減活動はほぼすべて計画どおり実施された。AICAD職員は、

日本人専門家からの指導をほとんど必要としないで自立して業務を行えるようになってきて

おり、プロジェクト開始からこれまで、職員の能力の向上が確認できる。 

しかし、AICADがプロジェクト終了後も貧困削減の取り組みを継続していくためには、

AICADの各種サービスを売り込むマーケティングを強化するとともに、AICAD本部、COにお

いて質の高い職員の確保や能力向上を行っていく必要がある。 

以上のことから、総じて、アウトプット3の達成状況は、高いといえる。 

 

２－５ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標「AICADが、貧困削減と社会経済開発に資するネットワークと人材育成活動

を促進する機関として強化される」の達成状況を判断するために、5つの指標が設定されている。

指標ごとに達成状況を分析する。 

 

＜プロジェクト目標の指標＞ 

1．組織体制（ガバナンス）が強化される。 

2．業務遂行に必要な計画・調整能力が強化される。 

3．経済的自立の方策が明らかになる。 

4．大学との連携が強化され、メンバー大学を巻き込んだ活動が促進される。 

5．貧困削減に資する質の高い活動が、メンバー大学などのリソースを活用しながら計画・実施で

きる。 

 

指標1.「組織体制（ガバナンス）が強化される」（達成度：中～高） 

「2-4-1アウトプット1の達成状況」で説明したように、AICADの組織体制はプロジェクト期間

中に大きく改善され、東アフリカ地域の国際機関として効率よく機能するようになってきた。

UPの策定と実施、GB会合や他の意思決定のための会議の定期的開催などでこうした改善が具体

的に見て取れる。ただし、各種委員会の開催など重要な意思決定に関する活動実施の手続きが

確立し、定着した一方で、マネジメント委員会は十分な頻度で開催されていない。また、AICAD

の管理職間でのコミュニケーションや各種活動のモニタリングに関して更なる改善が必要であ

る。以上から、指標1の達成度は中から高程度である。 

 

指標2.「業務遂行に必要な計画・調整能力が強化される」（達成度：中～高） 

AICADの計画・調整能力は、UPの策定やさまざまな機関との連携促進などの領域で特に強化

されたといえる。AICADは、他の研究機関や政府機関から多くのリソースパーソンを動員し、

密な連携を築いてきた。また、国内のみならず国をまたがるプロジェクト、研修、各種イベン

トなどを企画・実施する能力も向上した。 

今後、AICAD本部はCOに対する支援・調整機能を更に強化し、COが更に国レベルの多くの関

連機関と連携してスケールアップした活動を実施したり、開発コミュニティのなかでのプレゼ

ンスを高めたりすることができるように働きかけることが望まれる。 
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以上のことから、指標2の達成度は中から高程度といえる。 

 

指標3.「経済的自立の方策が明らかになる」（達成度：中） 

AICADは、マーケティングを強化するとともに、研修や他機関に対してのプロポーザル作成

において発注者側を十分意識したアプローチを取っていくことが経済的自立の実現につながる

と認識しつつある。プロポーザル作成・提出の努力は続けられているものの、これまで、外部

資金を獲得できたケースは少ない。また、AICADの施設の利用率はここ数年で改善しつつある

が、今後更なる努力が求められる。こうしたことから、収入向上活動によりAICADの経済的自

立が確実なものになるまでには、まだ時間を要するといえるだろう。 

今後、地方政府といった、AICADにとって顧客となりうる団体のニーズを把握し、魅力ある

研修や普及事業を開発し、財務的持続性を高めていく努力を強化していかなければならない。

以上の状況に鑑みると、本指標の達成度は中程度といえる。 

 

指標4.「大学との連携が強化され、メンバー大学を巻き込んだ活動が促進される」（達成度：高） 

特にプロジェクトの後半で、メンバー大学間でのUOA推進活動が非常に活発になった。CEP

やKTDP実施においても、メンバー大学はリソースパーソンとしてコミュニティでの活動の実施

に直接携わり、AICADとのつながりは強固なものとなっている。したがって、指標4の達成度は

高い。 

 

指標5.「貧困削減に資する質の高い活動が、メンバー大学などのリソースを活用しながら計画・実

施できる」（達成度：高） 

指標4の説明で述べたとおり、コミュニティレベルの貧困削減活動であるUOA、CEP、KTDP

といった活動において、非政府組織（Non-overnmental Organization：NGO）や地方政府とともに、

メンバー大学からのリソースも十分活用し、計画・実施が行われている。したがって、指標5の

達成度合いは高い。 

 

プロジェクト目標達成状況：比較的高程度 

プロジェクトでは、AICADのネットワーキング力強化や受益者のためのさまざまな能力開発

活動を実施してきた。AICADの運営システム、計画・調整機能は、メンバー大学といった外部

のリソースを活用して活動を行ったことにより強化された。AICADは、これまでの経験から学

んだ教訓を現在の活動に生かす努力を続けており、経験に基づく知識の蓄積と利用がされてい

るといえる。今後の課題は、AICADがいかに自らのサービスを売り込んでいけるかであろう。 

さまざまな活動を地域のメンバー大学と連携して実施したことにより、プロジェクトは

AICADの比較優位性、すなわち、貧困削減策実施のために幅広い大学のネットワークとリソー

スを動員できるという能力を獲得することができたといえる。また、AICADがプロジェクトを

実施した場所では、社会経済開発の芽ともいえる目に見える効果を確認することができた。以

上のことから、プロジェクト目標は比較的高程度に達成できる見込みである。 

 

２－６ 実施プロセスにおける特記事項 

プロジェクトの実施プロセスについて、以下の2つの特記事項が挙げられる。 
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 （1）職員の頻繁な離職 

AICAD本部、COともに、職員の離職が比較的頻繁に発生している。職員の離職後、後任者

の雇用・選定に時間を要し、長期間空席が続くこともめずらしくなかった。その際、活動の

継続性や、C/Pの能力向上が妨げられた。 

 

 （2）主要関係者の十分な関与とコミュニケーション 

プロジェクトには、AICAD、3カ国政府、主要メンバー大学職員、JICA本部・在外事務所と

いったさまざまなレベルの関係者が頻繁に関与した。GB会合やその他の会議には、これらの

主要な関係者が出席し、意志決定者間のコミュニケーションや対話も頻繁かつ緊密に行われ

た。こうした点が、プロジェクトの円滑な実施につながった。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 5項目ごとの評価 

３－１－１ 妥当性 

要約：妥当性は高い。 

プロジェクトはケニア、タンザニア、ウガンダの開発政策にも、日本の対アフリカODA政策

にも合致している。また、プロジェクトの実施アプローチとして、大学のリソースを活用し、

受益者のニーズを汲み取った活動が行われており、AICADのニーズに合ったものとなっている。 

 

  （1）ケニア、タンザニア、ウガンダの開発政策との整合性 

メンバー3カ国は、2000年初めより、極度の貧困の根絶等、国連のミレニアム開発目標

（Millenium Development Goals：MDGs）の実現に向けた努力を続けている。各国とも、農

村の貧困層の能力向上により雇用状況を改善するための政策や取り組みを行ってきている。

2000年初めから中盤にかけて、各国で、適正技術の普及により農業生産性を向上させるた

めの政策が打ち出された。ケニアでの「繁栄と雇用創出のための経済再建戦略投資プログ

ラム（2003～2007年）」、タンザニアの「成長と貧困削減のための国家戦略（National Strategy 

for Growth and Reduction of Poverty：NSGRP）」、ウガンダの「貧困削減行動計画（Poverty 

Eradication Action Plan：PEAP）」などがこれにあたる。その後、後継政策が発表されたが、

これら3カ国の貧困削減のための政策的方向性は今日まで維持されている。具体的には、ケ

ニアでは「ケニア・ビジョン2030」、タンザニアでは「5カ年開発計画」、ウガンダでは「国

家開発計画」などの政策が現在進められている。したがって、プロジェクトの目的や目標

は、対象国の政策の方向性と合致しており、政策的な妥当性は高い。 

 

  （2）日本の援助政策との整合性 

1998年10月に東京で開催されたTICAD IIでは、日本の対アフリカ支援が議論され、TICAD 

II行動計画を踏まえた日本の新たなアフリカ支援プログラムが打ち出された。プログラムで

は、アフリカ人造り拠点設置構想を優先取り組み事項とし、アフリカの人造り拠点として

JKUAT農工大学にAICADを設立するという提言が盛り込まれた。 

それ以降、日本は、AICADがアフリカにおける貧困削減の中心的な研修・研究機関とな

るよう、AICADの機能強化を支援している。日本の対ケニア事業展開計画では、本プロジ

ェクトを「貧困削減に資する人材育成」という開発課題への取り組みとして位置づけてい

る。残り2カ国に対する事業展開計画でも、本プロジェクトを日本の優先支援分野の1つと

して位置づけている。 

したがって、プロジェクトは日本の援助政策と整合している。 

 

  （3）プロジェクト対象者のニーズへの合致 

プロジェクトでは、コミュニティの住民が貧困削減のための能力を向上させることがで

きるように、コミュニティへの技術の普及に注力している。同時に、メンバー大学間の知

識交流を促進し、コミュニティのニーズに対応できるように大学の普及機能を向上させよ

うとしている。 
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したがって、プロジェクトはさまざまなレベルの対象者のニーズを考慮し、それぞれの

ニーズに合致した活動を行っているといえる。 

 

  （4）実施方法の適切性 

フェーズ3のプロジェクトの範囲、対象地域、活動は、農村貧困層に適正技術や知識を普

及してコミュニティを長期にわたって受益させることを念頭にデザインされている。また、

大学とコミュニティとの結びつきを強めることがAICADのミッションの実現化に重要だと

認識されている。フェーズ3では、実際に、メンバー大学をコミュニティとリンクさせ、貧

困削減策が現場で有効に実施されるようなアプローチが導入された。このアプローチは、

貧困削減と社会経済開発のための能力強化とネットワークづくりというプロジェクト目標

を達成するために効果的にデザインされており、実施方法は適切と判断される。 

 

３－１－２ 有効性 

要約：有効性は比較的高い。プロジェクト目標は、協力期間終了までに達成される見込みが

高い。プロジェクトの主な成果は、コミュニティに対する普及活動の強化、UOAの促進、さま

ざまな関連機関との連携強化である。今後は、サービス提供先に対してより積極的に売り込み

をしていくことができるように、AICADの比較優位性を更に強化していく必要がある。プロジ

ェクト・マネジメントの観点からは、マネジメント委員会をスケジュールどおり実施し、情報

交換や迅速な意思決定を促進していく必要があるだろう。また、AICAD本部は、マーケティン

グや広報推進にあたり、COへのサポート機能を更に強化していくことが求められる。 

 

  （1）プロジェクト目標の達成見込み 

 ・プロジェクトの達成レベル 

プロジェクト目標は、「AICADが、貧困削減と社会経済開発に資するネットワークと人材

育成活動を促進する機関として強化される」である。AICAD本部、COの職員を中心とした

人材の能力は大きく向上したことが確認できる。プロジェクト・マネジメントや組織マネ

ジメント分野での、日本人専門家からC/Pに対する指導や技術移転も円滑に行われている。

AICADは、貧困削減実現のためのネットワークづくりと能力強化を実施する拠点としての

役割を果たすことができている。 

 ・プロジェクトの主な成果 

「２－５ プロジェクト目標の達成度」で説明したように、プロジェクト目標は、期間

終了までに十分達成される見込みである。プロジェクトの主な成果は、貧困削減のための

コミュニティに対する普及活動の強化、メンバー大学と連携したUOAの促進、3カ国の省庁、

大学、地方政府、NGO、国際機関といったさまざまな関連機関との連携強化である。特に、

協力期間後半において、研修教材・モジュールや広報資料が作成されたほか、各活動の実

施プロセスやモニタリングの結果が文書としてまとめられた。AICADでは、現場での経験

に基づいた知識を組織として蓄積するという活動が実施されているといえる。フェーズ3で

は、貧困削減、社会経済開発を実現させるためのAICADの機能が強化されたと結論づけて

良いだろう。 

また、特筆すべき点として、現場レベルで、コミュニティの住民と公共サービス提供者
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とを結びつける仲介人の役割をCOが果たしたことが挙げられる。対象地域の農民は、県の

農業普及員や灌漑担当官などと緊密な関係を築くようになり、農民が地方行政官と接触す

るのが容易になったとの声も聞かれた。さらに、住民グループが結成されたことの効果と

して、普及員が従前よりも頻繁に担当コミュニティを訪れるようになったとの意見も挙げ

られた。 

 ・今後の課題 

プロジェクト活動の成果を通じて、AICADの比較優位性が見いだされてきたものの、そ

の定義がいまだ曖昧である。知識・技術の普及を通じた貧困削減活動実施のために、大学

のリソースを動員させることができるというのがAICADの強みであることは明白である。

しかし、現在のところ、より具体的にどのような活動や手法にAICADの比較優位性がある

のかについては明確な考察がなされていない。具体的でマーケット価値のある活動レベル

（CEPやUOAなど）の比較優位性を特定することができれば、AICADの強みを自信をもっ

て売り出していくことができ、3カ国政府に対してもAICADの存在意義を明確に説明してい

くことができる。AICADの具体的な比較優位性が明確化し、それを促進していけるように

なれば経済的な持続性を高めることにもつながり、東アフリカ地域における貧困削減分野

での人造り拠点としてより広く認知されるようになるだろう。 

 

  （2）プロジェクト・マネジメント・システム 

GB会合、財務・計画委員会、人事・運営委員会、AMFは定期的に開催された。一方、四

半期に一度開催されるはずのマネジメント委員会は、延期されたり、中止されたりするこ

とが多かった。AICAD本部とCOとの間の情報共有や迅速な意思決定を促進するためにもマ

ネジメント委員会の重要性を認識し、定期的に開催する必要がある。また、AICAD本部は

マーケティングや広報活動実施にあたって、COに対するサポートの役割を今まで以上に認

識し、努力していくべきだろう。 

AICADは、フィールドでの経験から学び、活動を継続的に改善していく努力を行ってい

る。プロジェクト活動のモニタリングはAICAD職員やメンバー大学のモニタリング・評価

専門家といった人員によって頻繁に行われている。そのため、進捗を管理し、成果を評価

し、活動の長所や短所を見極めることができている。実際、CEPの実施手順や手法は、プロ

ジェクトの過去のKTDPやその他の活動のフィードバックの結果として生み出された部分

が多い。現在、確立しつつあるCEPの手法は、プロジェクトの継続的なレビューによる「産

物」といえるだろう。 

 

  （3）有効性の促進要因 

有効性の促進要因として、まず挙げられるのは、AICADの職員、特に現場に近い職員の

献身的な努力である。研修受講者や対象コミュニティが生計向上をめざして努力している

際に、傍らで熱心に支える職員の尽力があったからこそAICADの使命が達成させられたと

いえる。現場での彼らのコミットメントや情熱なしにはプロジェクト目標の達成は難しか

ったであろう。 

また、AICADは3カ国の関係省庁と密接な関係を有していることが挙げられる。これは主

に、AICADのGBやその他意思決定の委員会において省庁の高官がメンバーとして定期的に
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会合に参加していることに起因している。関係省庁からの支援も得て、AICADの円滑かつ

効果的なガバナンスが実現しているといえる。 

 

３－１－３ 効率性 

要約：効率性は中程度である。 

日本側、アフリカ側からの投入は、概して計画どおり行われた。また、さまざまな機関との

連携関係が効率的なプロジェクトの成果発現につながっている。しかし、C/Pの離職の多さや、

いくつかのポストの空席期間が長かったことなどが能力開発の面で支障となった。 

 

  （1）投入 

日本側からの投入（専門家派遣、機材の供与、ローカルコスト負担、本邦研修、第三国

研修）については、おおむね計画どおり実施された。本邦研修及びタイでの第三国研修の

カリキュラムは、受講者であるC/Pのニーズを十分に反映したものであった。C/Pは、日本

のUOAやコミュニティ主体の開発の実例を直接学ぶことができた。また、コミュニティ開

発やUOAに関する知識を深め、問題分析やPDMといったPCMのための各種手法を習得する

ことができた。本邦研修及び第三国研修で得られた知見は、アフリカの状況に合わせて、

特にCEP実施の際に活用されている。 

アフリカ側からの投入（C/P配置、コスト負担、施設提供）に関してもおおむね計画どお

り実施された。しかし、C/Pの離職、とりわけすでに能力強化がなされたC/Pの離職が多く

発生し、職員の能力開発の面で支障を来した。また、後任が着任するまでの空席期間も比

較的長かったため、プロジェクトの効率性を阻害する要因となった。さらに、3カ国政府か

らの拠出金支払いが遅れることも多々あり、プロジェクトに負の影響を与えた。 

 

  （2）効率性の促進・阻害要因 

アウトプット3に係る活動を実施するプロセスで、AICADは農業普及などを担当する政府

機関や、メンバー大学との連携を強固なものにした。また、研修やCEPの際には、地元NGO

とともに活動を実施した。こうしたさまざまな機関との連携関係は、現場での効率的かつ

効果的な活動実施に貢献した。AICADの日々のネットワークづくりの努力は、アウトプッ

ト2と3の成果の発現を促進したといえ、プロジェクト目標達成にも貢献した。 

阻害要因として挙げられることとして、2007年末から2008年3月にかけてのケニア及び

2011年2月のウガンダでの選挙期間に発生した政情不安である。この影響で、プロジェクト

チームが計画していた活動の実施に一部遅延が生じた。 

 

３－１－４ インパクト 

要約：インパクトは比較的高い。 

AICADが組織的、技術的、財務的持続性を確実なものにし、質・量ともに現在の活動レベル

を継続していけるのであれば、3～5年後に上位目標を達成する見込みは高い。プロジェクトは、

研修参加者や他の活動の参加者に対し、経済的、社会的インパクトをもたらしている。研修参

加者の多くは、習得した知識を他の地元住民にも教えており、インパクトが対象グループ以外

の住民にも広まっていることが確認できる。その他、プロジェクトの正のインパクトとして、
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対象コミュニティの団結力の向上や、現金収入が向上したことによる農村女性のエンパワーメ

ントも挙げられる。 

 

  （1）上位目標の達成見込み 

プロジェクトの上位目標は「AICADが地域国際機関として自立し、貧困削減に資する人

材育成に係る各種事業を円滑に実施する」である。AICADが今後、組織的、技術的、財務

的持続性に関する課題を克服することができ、現在行われているような活動レベルを質・

量ともに維持することができたならば、3年から5年で上位目標を達成することが可能だろ

う。そうした状況を実現させるためには、ウガンダCOの法的ステイタスを獲得したり、安

定した収入源を得たりといった条件を満たしていく必要がある。 

 

  （2）期待されるインパクト 

本プロジェクトでは、農村部の貧困層がAICADの提供する研修や活動に参加し、収入向

上活動を実施したり、農業生産性を高める技術を導入したりすることにより生計を向上す

ることをめざしている。研修、CEPやUOAといった活動の参加者の多くは、農業あるいは

農業関連分野で生産性を向上させる技術を身につけたことが確認された。また、「２－４－

３ アウトプット3の達成状況」（指標3-3、COにおけるCEP実施実績）で説明したように、

CEPに参加している住民は、グループでの活動に積極的に参加し、新たな知識やスキルを実

際に農業などの生産活動に活用しており、貧困削減の方向に動き出しているといえる。 

現地調査では、プロジェクトが住民に経済的インパクトを与えていることが確認できた。

研修及びCEP参加者が、学んだ技術を活用して家計を向上させている事例が複数確認された。

また、効率的な雨水採取技術や灌漑技術の導入による農業生産性の向上、あるいは食品加

工による現金収入向上といった事例も数多く確認された。 

さらに、プロジェクトは農村女性に対してもインパクトを与えている。国内研修、グラ

スルーツ研修参加者の男女比が示すように（表－15、表－17）、半数以上の参加者が女性で

ある。研修参加後、コミュニティの女性住民とともに働いて現金収入を増やし、同収入を

家族の健康や教育に使うことによって自尊心が高まり、自信が着いたとの声が聞かれた。 



 

－33－ 

ボックス１ コミュニティ、参加者への初期インパクト 

ケニア 

・キャッサバ栽培を実施するKTDPの参加者男性たちは、現在、キャッサバを栽培し、収穫し、その

後調理・加工している。KTDPで習得したスキルを用い、男性たちがキャッサバ・ドーナツなどの

加工品を作っている。この地域では、キャッサバは、一般的に「女性向けの作物」と考えられてお

り、男性がキャッサバを栽培したり調理したりする習慣はなかった。今では、農民たちは、地区の

普及員よりもキャッサバ栽培に関する知識が豊富になった。 

・CEPの参加者で、野菜栽培を行っている住民は、プロジェクトに参加して収入を向上させた。これ

まで、1シーズンで、平均2万ケニアシリング（約2万円）程度の収入を得ていたのが、現在では平

均2万8,000ケニアシリングを得ることができるようになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

タンザニア 

・「ママ・クワンザ女性食品加工グループ」は、CEPにより設立された住民グループである。現金収

入獲得のための自助グループの成功事例として、地域でよく知られた存在となった。2012年3月8

日の世界女性デーのイベントでは、キバハ町議会から無利子融資が受けられることになった。 

・モロゴロ地区の女性起業家は、起業家育成の国内研修に参加することにより、帳簿記入やマーケッ

ト調査といった面で能力を向上させることができた。以前は、一度に600個程度のココナツの仲買

をしていたが、今では、トラックを借り、2,000個のココナッツを売買するようになった（月に2回

仲買を行っている）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

ウガンダ 

・国内研修を受講したある女性は、コミュニティの婦人・子供グループのリーダーでもある。彼女は、

収入向上のために食品加工と手工芸品制作を開始した。落花生、大豆、ゴマを加工するほか、レジ

袋を使ってバッグを作成している。このバッグ制作の技術は、国内研修に参加していた他の受講生

から個人的に教えてもらった技術である。彼女は、帳簿をつけているが、その結果、少量の加工で

は利幅が非常に小さいことに気づいた。今後、大量に加工したり、魅力的なラベルをつけたりして

ビジネスを拡大することを計画している。 

デモンストレーション圃場 灌漑のための水タンク 

ママ・クワンザの参加者と商品 ママ・クワンザのちらし 
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・ミティヤナ地区の住民グループは、1年程前からCEP活動を行っている。生計向上のための活動と

して、雨水採取、有機栽培、果樹栽培、家畜の畜舎飼いなどに取り組んでいる。AICADの経済的支

援を一部受けて8つの雨水採取タンクを設置したのち、自らの努力で6つを設置した。タンクにたま

った雨水を用いて乾期に野菜の栽培ができることから、農民たちは、今後、野菜栽培からの収入は

8割程度増えると見込んでいる。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （3）予期しなかった正負のインパクト 

 ・予期しなかった負のインパクト 

予期しなかった負のインパクトは特に確認されなかった。 

ただし、工芸品制作や食品加工など付加価値活動を行っている住民の一部が、加工され

た商品が村内の親戚、知人などに安価で売られていることが少なくないため、労働に見合

った利益を得ていない状況にあることが懸念事項として挙げられる。現在のところ、今後、

高値で取り引きできる市場を探す必要があるだろう。 

 

 ・予期しなかった正のインパクト 

国内研修やCEP参加者の多くが、プロジェクトの直接の対象者ではない地元あるいは近隣

住民に知識や技術を伝えることによって、プロジェクトのインパクトを拡大させているこ

とが確認できた。 

また、CEP活動対象コミュニティで実施したフォーカス・グループ・ディスカッションで

は、村民は、以前に比べて団結力が増し、社会的一体性が高まったと感じているとの発言

があった。これは、プロジェクトが対象地域で自助努力グループを設立したことから生じ

た変化とのことである。さらに、活動に参加した地域住民から、活動に参加することによ

り、自分たちの社会・経済的な発展のためには援助に頼るべきではないと気づいた、とい

う声も聞かれた。実用的なスキルや知識を得て、自助努力により生計を向上させていくこ

とが持続的な発展の第一歩であるとの意見が寄せられた。 

その他のインパクトとして、ウガンダCOでは、研修受講を希望する人々からの照会を受

けることがあった。AICADの研修について人づてに聞き、研修への参加希望を伝えてきた

とのことである。こうした人々は、会場までの交通費、食費、宿泊費などをすべて自分た

ちで負担し、熱心に研修に参加した。タンザニアでは、国内研修の受講者がタンザニアCO

に対してプロポーザルを提出し、地元でのグラスルーツ研修実施を要請した。彼らは、他

の機関や、受講を希望する村人から資金を調達し、COからマッチングファンドを得たうえ

家庭用水・灌漑用雨水採取タンク 研修参加者が加工・包装したピーナッツバター、
炒りきなこ、炒りゴマ 
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で、研修講師としてグラスルーツ研修を実施した。こうした例は、新しい知識を学びたい

と真剣に考える人々にとって、AICADの研修がいかに魅力的であるかを物語るものである

とともに、研修効果の広がりを示す逸話でもあるといえよう。 

 

３－１－５ 持続性 

要約：持続性は中程度である。 

ウガンダのCOの法人格を取得することにより、組織的持続性を高める必要がある。技術的持

続性向上のためには、人員交代の頻度を抑えたり、交代に対応したりできるよう、人材育成計

画の策定・実施などの方策が求められる。また、より魅力的な活動を展開することにより、AICAD

はメンバー国からの安定的な拠出金、及び外部資源を獲得し、更に赤字傾向を改善して、財務

的持続性を高める努力を続けていく必要がある。 

 

  （1）政策・組織体制面の持続性 

政策、組織体制面での持続性は中程度である。 

貧困削減のための人材育成に関する政策は3カ国ともに今まで維持されており、農業分野

あるいは農村部の産業における人材開発を重要課題として位置づけた取り組みを続けてい

るところ、AICADにとって追い風となっている。また、AICADは、実践的な研修やコミュ

ニティを重視した人造りアプローチによって貧困削減に寄与することを命題として活動を

展開しており、そうしたマンデートは、3カ国政府の開発政策と合致しているため、政策的

持続性は高い。 

本部とタンザニアCOについては、それぞれの国において国際機関であるという法的なス

テイタスを得ているが、タンザニアCOがステイタスを獲得したことは、予想以上に大きな

効果をAICADにもたらしているということが明らかになった。ステイタス獲得により、他

機関との契約が結べるようになったほか、AICADを担当している関係省庁によると、AICAD

に対する拠出金のための予算要求をする際にAICADが国際機関であるが故に十分な説得力

を持つということである。ウガンダCOについては、ステイタスの申請手続き中であるが、

残念ながらまだステイタスは得られていないため、引き続きウガンダ政府への働きかけが

必要である。 

なお、3カ国のCOのホスト大学（ケニアのエジャートン大学、タンザニアのソコイネ農業

大学、ウガンダのマケレレ大学）は、長期間にわたってCOをこれまでどおり支援する意志

を表明している。 

以上のことから、政策組織体制面の持続性は中程度と判断できる。 

 

  （2）技術面の持続性 

技術面での持続性は比較的高い。 

プロジェクトは、C/Pの技術力向上に注力してきており、特に、内部コミュニケーション

の改善や効率的な業務プロセスの促進といった分野で大きな前進が見られる。C/Pは、主に

CEPの実施によって、開発活動が対象コミュニティのなかで、あるいは周辺で実際にどのよ

うな効果や影響を与えるのかを身をもって学ぶことができた。しかし、C/Pの数が限定的な

こと、そして離職が比較的頻繁なことから、AICAD内に蓄積された知識やスキルが人員交
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代によって容易に失われてしまう懸念がある。AICADは、職員に対する人材育成教育を行

うほか、職員のやる気を高めるための種々のキャリア開発プログラムの導入を検討するべ

きであろう。人材育成計画の策定・実施などの方策により、プロジェクト期間中に得られ

た専門知識が組織内に長期にわたって維持されるよう工夫していく必要がある。 

今後の懸念として挙げられるのは、プロジェクト終了後の予算・資金管理や本部・CO間

での活動の詳細に関する意思決定についてである。現在、JICAからの支援でほぼ100％カバ

ーされている活動費は、プロジェクト終了後は、メンバー国からの拠出金増大、あるいは

外部資金獲得などによって、AICADが自ら賄えるようになることが期待されている。これ

が実現した場合、現在、主にCOと各国の日本人専門家（ただし、ケニアCOについては、

AICAD本部配属の日本人専門家）の間で行われている予算・資金管理及び活動の詳細に係

る意思決定が、直接、COとAICAD本部（主に副事務局長と各担当部長）間で行われること

になる。 

現在も、本部の担当部長が各活動に係る意思決定をする際には大きな役割を果たしてい

るが、活動に係る資金管理は事業予算を負担しているJICAであるため、AICADは、常に日

本人専門家を通じてJICAの最終判断を仰ぐ形になっている。また、JICA（日本人専門家）が

資金計画や支出に関する最終決定権をもっているということから、各COは、本部の担当部

長への打診を失念して日本人専門家と直接やり取りをしてしまうケースも散見されている。 

協力期間終了後は、特に、タンザニアCO、ウガンダCOのAICAD本部とのコミュニケーシ

ョンや送金手続きに関して、距離的隔たりから困難が生じたり、手続きが遅延したりする

可能性は否定できない。また、これまで各国に派遣されている日本人専門家に意思決定が

分散していたものが、本部の担当部長（特にT＆E部長）及び事務局長に集中することにな

り、人員配置の観点から、実際に活動を回していくことが可能なのかどうか懸念される。 

また、これとは別に、出張費に関しては必要な額が捻出できない状況が発生する可能性

が高いので、留意が必要である。現場活動のモニタリングや指導・支援のために、本部か

ら各COへの出張が必要な場合、あるいはCOの職員が会議出席のために本部に出張する必要

がある場合、現在はJICAがコスト負担を行っているケースが多い。プロジェクト終了後に

は、本部がこうした出張の必要性をきちんと理解せず、支出を抑えようとする力が働く可

能性がある。出張に伴う日当の額や各種手当てについては極力支出額を抑え、コスト削減

努力を進めていく必要があるが、他方、コスト削減だけの観点から、必要な出張が実施さ

れないといった事態にならないようにすることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 協力期間中及び終了後の資金管理や活動に関する意思決定 

AICAD事務局
事務局長
副事務局長

各部部長、プロジェクトオフィス（日本人専門家チーム）

ケニアCO 日本人専門家

タンザニアCO

日本人専門家

ウガンダCO

AICAD事務局
事務局長
副事務局長
各部部長

ケニアCO タンザニアCO ウガンダCO

協力期間中 協力終了後

直接的かつ最終的な意思決定

意思決定に関する助言や確認
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  （3）財務面の持続性 

現在のところ、財務面での持続性は中程度である。 

表－２で既に示したように、フェーズ3において、JICAは、（1）各CO主導の事業、（2）

研究開発、（3）研修・普及（T&E）、（4）情報ネットワークと文書化（IN&D）の4分野にわ

たって経済的支援を行っている。 

3カ国からの拠出金はこれまでほぼ計画どおりに提供されているが、その用途としては、

これまで、人件費や旅費、施設費といった運営管理費のみに支出されている。表－22に示

したように、2010/2011年には、AICADは1,300万ケニアシリング（約1,300万円）ほどの赤字

を出している。近年こうした赤字傾向は続いており、累積赤字も増えており、こうした赤

字傾向を改善していく必要がある。 

 

表－22 AICADの収支 
（単位：ケニアシリング） 

 2006/2007年 2007/2008年 2008/2009年 2009/2010年 2010/2011年

収入（a） 95,396,045 86,458,602 104,825,240 100,456,295 106,952,086

支出（b） 110,183,172 110,771,107 99,975,222 109,422,694 120,149,939

収支バランス

（a）‐（b） 
-14,787,127 -24,312,505 4,850,018 -8,966,399 -13,197,853

累積収支 25,977,235 1,664,730 6,514,748 -2,451,651 -15,649,504

表は、「AICAD監査済み財務諸表（AICAD Audited Financial Statements）」を参考に作成。収入、支出の両
方の額ともに、JICAによる支援を除いた額。 

 

プロジェクト活動の持続性は、AICAD全体の財務状況に左右されることは疑うべくもな

い。活動費のために十分な資金を調達できるかどうかは、メンバー国からどの程度拠出金

を得られるか、そして、AICADがいかに他ドナーといった外部のリソースを獲得できるか

にかかっている。最近のGB会合やその他の会議では、JICAが支援していた活動費分をカバ

ーするために、2012/2013年度から3カ国がそれぞれ15万米ドルずつ拠出金を増額し、合計で

JICAが支援していた45万米ドル相当の額を拠出するという意志が示された。また、ウガン

ダ政府は2011/2012年度の事業費についても10万ウガンダシリング（約4万5,000米ドル）の

拠出を約束しており、その一部にあたる約6万5,000ウガンダシリング（約2万9,000米ドル）

をすでに拠出済みである9。 

また、ルワンダとブルンジがAICADへの加盟に対する関心を表明している。2カ国が加わ

ると、AICADの東アフリカにおけるプレゼンスの向上につながるうえ、AICAD事務局とし

ても新規加盟国からの拠出金に期待している様子がうかがえる。しかし、実際には新規加

盟国でのCOの設置など相応の経費が発生することから、加盟国の拡大がAICADの経済的持

続性向上につながるかどうかについては別の問題として考える必要があると思われる。 

また、ドナー、地方自治体といった外部の関連機関から資金を調達し、財務的持続性を

高めるよう、今後も継続的な努力が必要である。 

                                                        
9 2012年3月現在。 
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３－２ 結論 

計画された活動はすべて実施され、期待されたアウトプットは順調に産出されている。フェー

ズ3の大きな成果は、コミュニティを重視した貧困削減のための普及活動が実施されたこと、メン

バー大学と連携したUOAが促進されたこと、3カ国政府、メンバー大学、地方政府、NGO、国際機

関といったさまざまな関係機関との連携関係が強化されたことであろう。貧困削減と社会経済発

展を促進するAICADの機能が強化されるというプロジェクト目標は、協力期間終了までに比較的

高程度達成されると見込まれる。したがって、プロジェクトは予定どおり2012年6月30日で終了す

るのが妥当である。 
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第４章 提言と教訓 
 

４－１ 提言 

今後、AICADが以下に挙げた提言に基づいて行動することにより、将来にわたりプロジェクト

成果の持続性を確実なものにする必要がある。 

研修モジュールの完成などの残された活動を着実に完遂することのほかに、以下の活動をプロ

ジェクト終了までに実施することを提言する。 

 

 （1）CEPとUOAのサマリーシートの作成とセミナーの開催 

CEPとUOAの各活動の成果を考察のうえ、サマリーシートにまとめること。サマリーシー

トは、AICADの成果と強みを示すことになり、広報にも活用できる。さらに、5年間の活動と

実績を振り返るセミナーを開催し、関連省庁、メンバー大学、ドナー、その他協力機関など

から幅広く参加者を招待すること。 

 

 （2）メンバー国政府のなかでのAICADの認知度の向上 

協力期間終了後、3カ国政府からの財政的支援を確実なものにするために、各国政府関係者

にAICADの成果や強みを広く知らせて、AICADの認知度を上げるように努力すること。 

 

以下の提言は、メンバー国や外部からの資金を得るための、AICADに対する中期的な方策であ

る。提言を実行することにより、AICADは強固な財務的、組織的基盤を築くことができ、東アフ

リカの人造り拠点としての地位を名実ともに獲得することができるだろう。 

 

 （3）AICADの比較優位性の強化による選択と集中の実施 

東アフリカ地域の国際機関であるAICADは、大学とコミュニティをつなぐことや地域の大

学や政府にとって知識交流の場を提供することを重要なミッションとしている。同ミッショ

ンを達成するために、AICADはフェーズ3でCEPを実施し、UOAに応用可能な知識と経験を蓄

積したほか、CEPアプローチ開発の経験をUOAに結びつけた。このように、AICADならでは

の活動、手法、モダリティーを選択し、それに資源を集中させることにより、AICADの存在

意義や強みを生かしていく必要がある。 

 

 （4）戦略的な資料の作成とマーケティング・広報活動の強化 

これまで作成された広報資料には、使途・目的やターゲットとする読み手に関して明確な

イメージをもたないまま作成されたものもあった。今後、効果的に読み手の注意を引くこと

ができるよう、ターゲットを絞った戦略的な資料を作成することが必要である。 

また、広報及びマーケティングを推進し、3カ国からの拠出金を確実に得るためのアカウン

タビリティー強化と、地方政府やドナーといったパートナーからの外部資金獲得を行ってい

くべきである。ウガンダの「教育セクター諮問委員会（Education Sector Consultative Committee：

ESCC）」や、ケニアの「科学技術週間」といった中央政府が主催する各種会合やフォーラム

に積極的に参加し、一般市民や開発関係者の間でのAICADの活動の可視化を図ることも重要

である。 
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 （5）ドナーや他の開発関係機関からの更なる支援獲得と連携強化 

これまで、WBIやWIAといった国際機関と徐々に連携の機会を増やしてきたものの、その他

の機関との連携については、いまだ強化の余地がある。AICADの果たすべき役割や特性を明

確に提示したうえで、ドナーや国際機関などからの支援を模索する必要がある。さらに、農・

漁業、灌漑、畜産普及員といった政府の普及サービスを行う機関と緊密な連絡を取って、コ

ミュニティでのさまざまな介入の重複や混乱を避けるとともに、相乗効果を得られるように

するとよいだろう。こうすることにより、AICADはさまざまな専門知識や人材を有効活用す

ることができ、付加価値製品のマーケティングなどの複雑な課題を解決する糸口を見つける

ことができる。 

また、COが密接な関係をもっているメンバー大学や地方政府といった機関との連携を更に

深めていき、AICADにとって有利な経済的・人材的な資源が得られるように努力することが

望ましい。UOAはフェーズ3の後半に開始された事業であるが、今後、UOAの認知度を関係者

間で高め、UOAに関するポリシーの策定や実施メカニズムを積極的に推進していくことが必

要である。大学との連携強化のためには、国レベルのフォーラムを開催するなどの手段によ

り、大学がAICADの活動に参加する機会を増やすことが有効であろう。 

 

 （6）COの活動拡大のためのAICAD本部からの支援強化 

現在、COの事務所が置かれている大学など限られたメンバー大学が、AICADの活動に深く

かかわっている状況にある。また、AICADがこれまで活動してきた地域は、ごく一部に限ら

れている。より広範に活動を行い、多くのメンバー大学を巻き込んでいけるよう、COの機能、

人員、予算などを拡大することが望まれる。AICAD本部は、COが活動を展開していけるよう、

財務面、技術面においてCOをより積極的に支援していく必要がある。 

 

４－２ 教訓 

本プロジェクトから得られた教訓は以下のとおり。 

 

 （1）知識普及におけるニーズ重視型アプローチの効果と正当性 

KTDPやCEPを実施した経験から、多くの場合、研究成果をコミュニティへ普及させるのは

工夫する必要が多いということが明らかになった。古くからの信念や価値観、習慣や社会経

済状況といったさまざまな社会的要因から、コミュニティは、新しいアイディアや技術を容

易には受け入れないことが多い。また、コミュニティは研究者とは異なった優先順位や嗜好、

ニーズをもっているほか、古くからの伝統的な知識など、開発活動に有用な知恵をもってい

る場合もある。そのため、コミュニティに入っていく際には、大学側からの一方的もしくは

トップダウン的なやり方ではなく、CEPで行ったように、コミュニティのニーズを重視した、

参加型のアプローチが効果的である。時間は要するかもしれないが、こうしたアプローチは、

研究者やプロジェクト実施者に、コミュニティの受容力、ニーズ、潜在力を理解させる効果

もある。CEPのようなニーズ重視型アプローチは、コミュニティに受け入れてもらいやすいだ

けではなく、コミュニティの主体性を醸成することにもつながり、結果として、住民が知識

や技術を採用する可能性が高まることとなる。 
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第５章 団長所感 
 

今回の評価調査の3つの側面について、所感をまとめる。（1）3カ国政府との合同によるフェー

ズ3の終了時評価調査、（2）AICAD理事会（GB）の機能と役割及びプロジェクト終了後のAICAD

の自立の見通し、（3）2012年6月末のプロジェクト終了後のJICAの関与のあり方、である。 

 

 （1）3カ国政府との合同による終了時評価調査について 

1）フェーズ3では、AICADの自立化支援に重点をおき、プロジェクト協力によるJICA支援を

円満に終了し得る見通しが確認できた。 

2011年4月のGB会合で合意済みのPDMに沿って評価調査・分析し、プロジェクト目標は

ほぼ達成されるとの結論が合同評価報告書に取りまとめられた。 

今フェーズ開始にあたっては、地域国際機関であるAICADの自立化支援の最終段階であ

るとの認識のもとで、理事会組織改革（（2）で後述）を行うとともに、AICADによる主体

的運営を支援するアプローチへの切り替えを行ってきた。GBの累次会合において、JICAは

フェーズ3で大型協力を終了すること、JICAは拠出型支援ドナーではなく、Non-pooling donor

であることを明言し、AICAD/JICAプロジェクトフェーズ3は、（フェーズ2までとは異なり）

AICAD事業を全面的に支える支援ではなく、「AICADのUPで計画された活動の一部を選択

的に支援する」形式をとることとし、AICADが他機関の競争的事業資金を申請受注する体

制づくりも支援してきた。できるだけ3カ国の拠出予算からも事業予算を充当できるように

するため、3カ国政府の当事者意識を引き出す努力も重ねた結果、事業予算にイアマークさ

れた拠出増などのコミットを得るに至っている（（2）に後述）。3月30日のGB会合において

も、フェーズ3の目標達成見込みの確認や2012年6月末のJICAのプロジェクト支援の終了は、

GBメンバー間でごく自然に受け止められた。 

 

2）フェーズ3では、AICADならではの活動と機能の明確化に重点をおき、コミュニティのニ

ーズに対応する活動（CO主体）の経験を積み、これを、コミュニティの問題解決指向のUOA

（本部主体）の促進に生かしていく方向がAICADの比較優位の1つとして示唆できた。 

AICADは、3カ国の国立大学をメインパートナーとして創設され、大学などの知識や技術

をコミュニティの問題解決に結びつけるための人材育成と知識共有をミッション並びにビ

ジョンとして掲げる地域国際機関である。この具体的な方法論の模索がフェーズ2からの大

きな課題であった。 

このため、フェーズ3では、AICADならではの活動と機能を明らかにしていくため、AICAD

の本部の役割と3カ国の大学に拠点をおくCOの役割とAICAD本部の役割を区別することとし、

まず、コミュニティレベルでインパクトを出していく活動を拡充していくこととした。すな

わち、コミュニティのニーズに対応するCOにおける活動（研修活動、「CEP（コミュニティ・

ニーズに基づくエンパワメントと技術向上支援のためのプロジェクト）」など）を拡充するこ

ととした。結果として、COにおいては、研修のモジュール化によって、受益者のニーズに沿

った研修の企画・実施が可能となり、大学や政府・自治体関係機関などの講師リソースとの

ネットワークも強化された。なかでも、CEPでは、これまでに行われた「KTDP（大学研究者

による研究成果をコミュニティに普及する事業）などにおけるトップダウン指向による課題
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や教訓を生かし、コミュニティのニーズアセスメント手法やコミュニティの自主性ややる気

を喚起するアプローチが概念化された。CEPの概念や方法論とともに、3カ国の6つのプロジ

ェクトでの適用結果をまとめたケース・スタディは、今後の参照教材としても有用である。 

2010年4～5月の中間レビューののち、フェーズ後半期からは、AICAD本部において、メ

ンバー大学とのネットワークを重視する活動として、大学によるコミュニティの問題解決

指向の社会貢献事業（UOA）支援を開始した。2010年から2011年にかけてAICAD本部で開

催されたUOAシンポジウムでは、参加した各国高等教育省関係者、大学関係者の双方から、

社会に貢献する大学の役割の重要性と今後の拡充への期待が述べられ、政府及び大学がそ

れぞれUOA実施方針を策定していくことの必要性と、AICADの役割に期待する声も上がっ

ている。大学による具体的なパイロットプロジェクトも4件試行され、この成果発表ワーク

ショップでは、AICADの実施したCEPがコミュニティのニーズ重視型の事業のモデルとし

て紹介され、評価されるなど、AICADのコミュニティ向け支援の経験を大学の社会貢献事

業支援に生かしていくところに、AICADならではの役割と期待が見えてきた。これは、例

えばケニア高等教育省が科学技術振興戦略のなかで明示している、大学や他の研究機関が

開発課題の解決に貢献していくべきとの政策指向とも整合する方向性である10。 

 

3）地域国際機関であるAICADに対するプロジェクト評価にあたっては、3カ国政府との厳密

な合同方式で行った。 

今フェーズより、R/Dを各国別に締結する方式に変更したものの、終了時評価の全体スケ

ジュール、実施方法、実施体制などについては、累次のGB会合でGBメンバーと合意形成し

ながら進め、実際の評価も、3カ国政府からの選出メンバーとJICAとの合同評価メンバーで

行われた。具体的には、まず、各国別の活動について、JICA側の評価分析コンサルタント

が、約1カ月をかけて、各国選出評価メンバーと合同でインタビューや調査分析を行った。

そのうえで、JICA本部からの調査団到着後、ナイロビで合同評価チーム8名（タンザニアの

1名は欠席）が集合し、およそ2日間議論のうえ、合同評価報告書に取りまとめ、その結果

をGB会合でGBメンバーと共有するという、たいへん手間のかかる過程を踏んだ。今次終了

時評価は、アフリカ側の評価チームが、プロジェクト所管の高等教育省などからのメンバ

ーと評価手法の専門家という組み合わせとなったことで、チーム内での議論に有益なもの

が多かったことに加え、首藤コンサルタントの卓越した意見集約、編集取りまとめ能力に

より、きわめて円滑に進んだことを特記したい。 

 

 （2）AICAD理事会（GB）の役割や機能並びに今後のAICAD自立の見通し 

1）AICADの意思決定機構の改革 

今フェーズでは、AICADの自立的運営に向けて、JICAがその意思決定の方向性に、より実

質的に関与できるよう、さまざまな改革を行った。フェーズ2（2002～2007）の終了時点に

おけるAICADの意思決定機構である合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）は、

                                                        
10 例えば、ケニア政府は”Kenya Vision 2030”の実現に向けて、2008年からの科学技術革新中期計画として、大学や科学技術研

究機関などの既存の能力や知識をケニア国民の生活の質向上に移転、普及、活用していくべきこと、そのための関係機関間

の連携と協力を強調している。（Ministry of Science and Technology, “Science and Technology and Innovation Policy and Strategy”, 

August 2009） 
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ケニア、タンザニア、ウガンダの3カ国政府関係者に加え18に上るパートナー国立大学の学

長すべてが参加する非効率な体制であった。このため、JICAからの提案により、2007年4月、

3カ国の高等教育担当次官との間で機構改革に関するドナー合意を形成し、その結果、同年8

月にJCCを解消し、大学代表を4名に絞ることにより、3カ国政府代表がよりグリップをきか

せ、より機動的に意思決定できる新たな意思決定機構GB体制にを発足させることができた。

同体制改革に伴い、年に2回開催されるGB会合本体には、必ずJICA本部及びケニア事務所よ

り出席するとともに、同本会合に先立って開催される2つの局長級委員会（人事・運営委員

会、財務・計画委員会）には、必ず、ケニア事務所が出席することとし、「プロジェクト活

動」（長期専門家主体）と「GB体制を通じたAICADの組織運営の監督・指導」（JICA主体）

という2段構えの体制を明確にした。すなわち、フェーズ3においては、AICADの組織運営に

はJICAがGBメンバーとして関与し、事業の実施支援はJICAプロジェクトとして専門家及び

研修受け入れを通じて行うという二頭立ての体制を明確にして臨むこととした。 

 

2）アフリカ側GBメンバーによる監視機能や問題意識の醸成 

GB出席における方針として、日本側（JICAの2議席及び議決権のないチーフアドバイザ

ー）からの発言はできるだけ建設的な問題提起や提案などに絞り、アフリカ側のGBメンバ

ーの気づきや問題認識を促すことに注力することとした。これは、フェーズ2の終盤に、旧

JCC会合において、日本側だけが厳しく問題提起をする姿勢が、逆にアフリカ側がAICAD

をかばうような状況を招いた教訓に基づいている。結果として、GB会合では、AICAD財務

状況、自己収入の向上や施設活用促進、AICAD事務局幹部の評価制度などの重要な議題が

恒常的に取り上げられ、報告・議論されるようになっている。今般、終了時評価結果の報

告が行われた第10回GB会合でも、アフリカの政府や大学メンバーより、フェーズ3の成果1

にあたるAICADの能力向上の項目に関連して、AICAD事務局の組織・事業運営能力に満足

してよいのかなどの意見がでた。議長（ケニア高等教育省次官）からも、何度となく、AICAD

事務局長を問いただす発言がなされた。現行事務局長の任期は2013年3月までであり、今後

のAICAD運営を担う次期事務局長の人選方針の検討においても、3カ国次官を中心とする

GBの更なる指導力に期待したい。 

 

3）GB会合を通じ、AICADの財務構造やその課題が明らかになるなかで、アフリカ3カ国政

府の拠出増のコミットが明確になってきたことは大きな成果の1つである。 

前述のとおり、JICAは、今フェーズをもってプロジェクト方式による支援を終了する方

針をフェーズ開始時から繰り返し明言するとともに、プロジェクト最後の3カ月（2012年4

～6月）はアフリカ側への移行準備のため、JICA側の事業費支出を抑える方針も明示して、

アフリカ側3カ国の当事者意識を喚起してきた。結果として、2011/2012年度は3カ国政府と

もコミット金額どおりのディスバースがなされ（通常、ケニア以外のディスバースは100％

に満たない）、今フェーズ最後の3カ月は3カ国から「事業予算」を追加拠出することが約束

されている11。さらに、AICAD事務局によると、2012/2013年度からは、JICA支援を代替す

                                                        
11 事業予算について、ウガンダ政府が今年度コミット額（4万5,000米ドル）の一部を支払い済みであるほか、ケニアとタンザ

ニア政府も各3万7,500米ドル事業予算の拠出を約束している。3カ国政府が約束どおり拠出すれば、4～6月に12万米ドルの事

業予算が確保されることになる。 
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る事業予算として、各国ごとに15万米ドルを拠出することや、タンザニアとウガンダにつ

いては経常予算をケニア並みに増額することについて、3カ国の共同コミュニケにより署

名・コミットする方向で議論されている12。AICADに対しては、これまでも支出の抑制や、

施設の有効利用を含む自己収入拡充策を促進してきたが、これまで拠出金で賄ってきた経

常支出についても、赤字傾向を呈しているため、いずれ、組織体制の改編などの抜本的改

革が求められよう。2012年2月にJICA支援で外部委託して行われた財務分析報告と提言を受

けて、AICAD事務局は、次回の財務委員会（秋ごろ）及びGB会合において、重要度の高い

（high/immediate）提言事項について、具体的な行動計画を検討・報告することとなってい

る。 

 

4）今次フェーズの成果のもう1つは、JICA以外のドナーとのコストシェアによる研修実施や、

事業の受注を促進した成果が見えてきたことである。 

具体的にはオランダに本部を置くNGOのWIAや、WBIとの連携による地域研修の実績の

ほか、在ケニアのイスラエル大使館との連携による地域研修の本年（2012年）開始に向け

て、現在検討が進められている。また、AICAD事務局によると、ECの「第7次研究技術開発

枠組みプログラム（FP7）」に対するバイオ廃棄物研究の受注申請が受理され、21万9,000ユ

ーロ（約2,300万円）の支援が見込まれるとのことである。メンバー大学との連携により、

これらの研究が進められ、成果を上げられるようになれば、AICADの自立が真の意味で進

むといえよう。 

 

 （3）プロジェクト終了後のJICAの関与について 

上述のとおり、2012年3月29日のケニア高等教育省キアンバ次官との表敬会合及び第10回GB

会合の場で、JICAより、本プロジェクト終了後もGBにオブザーバーとして出席を希望する旨

表明した。GB会合では、いずれのメンバーからも反論はなく、AICAD憲章に基づいて対応す

ることが確認され、JICAから要請レターを出すこととなっている。今後、どのような要請レ

ターを提出するかどうかについては、AICAD事務局長の見解も確認しつつ、慎重に検討する

ことが必要と思われる13。 

（なお、後日、GB議長（ケニア高等教育省キアンバ次官）宛てに、「議長より招待があれば、

GB会合に引き続き出席する用意がある」旨、JICAよりレターを発出した。）14 

 

                                                        
12 2012年3月29日の3カ国担当省庁次官間（ウガンダは局長が代理出席）での協議結果とのこと。 
13 AICAD憲章の該当箇所（第18章第1項（f））の記載は、「GB議長は必要に応じ、AICADのパートナー国・大学あるいは開発パ

ートナーのその他のメンバーをGBに招聘できる」となっており、JICAが「AICAD開発パートナー」でなくなった時点におい

ても議長裁量で招聘しうるかどうかについては、明確な規定がないということになる。今次のGB会合において現行の憲章で

は読めないとの見解は示されなかったが、地域国際機関として、ルール設定にこだわる傾向もあるため、厳密に解釈すれば、

JICAをオブザーバーとして招聘するためには、AICAD憲章の改訂が必要との議論がでてくる可能性もないとはいえない点に

留意が必要である。要請レターを提出した結果、「オブザーバー」という議決権のない参加資格ではなく、特別なメンバーシ

ップの付与（例えば、Founding Memberなど）が提案されるような事態も避けるべきとも思われる。 
14 2012年11月24日、AICAD事務局長より、JICAをHonorary Memberとする旨のレターが発出された（付属資料15参照）。 
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